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山形県地球温暖化対策実行計画の中間見直しにあたって 

 

近年、世界では、干ばつや集中豪雨などの異常気象が頻発し、海面上

昇、生態系の変化が見られるなど、地球温暖化による地球規模の環境問

題が深刻度を増すとともに、食料生産等への悪影響なども懸念されるな

ど、私たちの身近なところにも地球温暖化の影響が及んでいます。 

 

世界各国で力を合わせた地球温暖化対策が求められる中、京都議定書

に代わる新たな国際的な取組みの枠組みとなるパリ協定が平成 28 年 11

月に発効しました。これにより、全ての条約締約国が産業革命前に比べ

世界の平均気温の上昇を 1.5℃未満に抑える努力を追求することになりました。 

我が国においても、温室効果ガス排出量を平成 42 年度に平成 25 年度比で 26％削減す

るという新たな目標に向け、政府が策定した「地球温暖化対策計画」に基づく取組みが始

まっているなど、国内外の動向は大きく変化しています。 

 

本県では、平成 24 年３月に「山形県地球温暖化対策実行計画」を策定し、県民、事業

者、団体、行政等の連携・協働により、省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入

を中心とした取組みを積極的に進めてきました。 

その結果、本県のエネルギー使用量は平成 14 年度をピークに減少傾向で順調に推移し

ていますが、その一方で、温室効果ガス排出量は、平成 23 年３月の東日本大震災以降の

火力発電所の焚き増しによる電力排出係数の上昇により、本計画の当初の基準年度である

平成２年度とほぼ同水準にとどまっており、今後、更なる取組みの推進が必要な状況です。 

 

このような国内外の動向の変化や本県の状況を踏まえ、今回、本計画の中間見直しを行

い、温室効果ガス削減の新たな目標の設定や今後の施策の方向性の提示、気候変動の影響

への適応の取組みの追加などを行いました。 

 

地球温暖化対策は、一人ひとりの責任の自覚と環境に配慮した行動の実践、県民総ぐる

みによる取組みが何よりも重要です。 

かけがえのない地球、そして四季折々の季節感豊かで美しい山形を将来の世代に引き継

ぐため、ここ山形で暮らし続けたいという県民の皆様の願いや思いを何よりも大切にしな

がら、「自然と文明が調和した“新”理想郷山形」の実現を目指し、県民協働による取組

みを推進してまいりますので、皆様の一層の御理解・御協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

平成 29 年３月 

山形県知事 吉村 美栄子 
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第１章 計画策定の趣旨 

 

１ 計画策定の背景 

（１）地球温暖化のメカニズム 

 地球をはじめとする太陽系の惑星の表面は、太陽光の放射エネルギー（可視光線等）

により暖められ、熱が宇宙に赤外線として放射されることによって冷えます。このエネ

ルギーの出入りのバランスにより表面の温度は決まっています。 

 また、地球を取り巻く大気中の二酸化炭素・メタンなどの微量のガス（温室効果ガス）

は、太陽からの放射エネルギーをほとんど透過する一方、地表から宇宙に逃げる赤外線

放射を吸収する性質を持っています。この温室効果ガスが、現在は地表の気温を生物の

生存に適した温度（平均約14℃）に保っており、これがない場合は地球の平均気温は約

マイナス19℃になるといわれています。 

ところが、18世紀半ば頃から始まった産業革命以降、エネルギーを産み出すために多

くの化石燃料が用いられ、大気中に温室効果ガスが大量に放出され、その濃度が高くな

り熱の吸収が増えた結果、地表、大気及び海水の温度が急激に上昇しています。これが

「地球温暖化」といわれる現象です。 

 

図1-1-1 地球温暖化のメカニズム 

 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 
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（２）気候変動の状況 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次評価報告書（2014年）によれば、世

界の年平均気温は1880年（工業化初期）から2012年（現在）までの間に0.85℃上昇して

います。気候システムの温暖化には疑う余地がないとされ、また、20世紀半ば以降に観

測された気候変動は、人間活動の影響が主な要因である可能性が極めて高いことなどが

示されました。 

日本でも、様々な変動を繰り返しながら100年あたり1.16℃（統計期間1898年～2015

年）の上昇率で年平均気温が上昇しています。 

山形県においては、山形では100年あたり1.2℃（統計期間1890年～2015年）、新庄で

は50年あたり0.9℃（統計期間1958年～2015年）、酒田では50年あたり1.2℃（統計期間

1937年～2015年）の割合で上昇しています。 

気温上昇は、毎年上昇するとは限らず、毎年上昇・下降を繰り返す可能性もあります

が、長期的な傾向としては上昇が予想されています。環境省・気象庁によれば、厳しい

温室効果ガス削減策をとった場合でも、日本では21世紀末にかけて0.5～1.7℃上昇する

と予測されています。 

また、地球温暖化は気温の上昇だけでなく、あるところでは雨の降り方が極端になっ

たり、またあるところでは乾燥傾向になったりします。さらには、海面上昇や海の酸性

化など、様々な悪影響を及ぼすと考えられています。 

 

  図1-1-2 山形、新庄、酒田の年平均気温の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）新庄は 1985 年、酒田は 1970 年に観測場所を移転した

ため、移転の影響を取り除く補正をしている。 
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（３）気候変動の影響 

  気温や雨の降り方などの気候の変化により、自然環境のほか健康や暮らし、産業等の

幅広い分野にも変化が及ぶことになります。 

このような気候の変化によって自然環境や人間の社会経済活動に及ぶ変化を「気候変

動による影響」と呼んでおり、日本全国で、既に様々な影響が現れ始めています。 

 

図1-1-3 我が国において既に起こりつつある気候変動の影響の例 

 出典：『地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン』（平成28年8月、環境省） 

 

（４）地球温暖化防止の主な取組み 

 地球温暖化問題についての国際社会、日本国政府及び本県における主な取組みは、以

下のようになっています。 

 

【国際的な動向及び日本の取組み】 

（京都議定書第一約束期間における取組み） 

○ 地球温暖化問題に対処するため、1992年５月に気候変動枠組条約が採択され、1994

年に発効しました。日本は1992年６月の国際連合環境開発会議において署名、1993

年５月に受諾しています。 

○ 気候変動枠組条約の究極的な目的を達成するための長期的・継続的な排出削減の第

一歩として、先進国の温室効果ガスの削減について法的拘束力を持つものとして約束

する京都議定書が、1997年12月に京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国会

議（ＣＯＰ３）において採択されました。 
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○ 日本は、2002年に京都議定書を受諾し、第一約束期間（2008～2012年度）における

温室効果ガス排出量を、基準年（原則1990年）比で６％削減する約束を遵守すべく、

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（1998年公布・一部施行、以下「温対法」）

に基づいて京都議定書目標達成計画を策定（2005年策定、2008年全部改定）し、総合

的かつ計画的な地球温暖化対策を講じてきました。この結果、第一約束期間中の５か

年平均の総排出量は12億7,800万ｔ－ＣＯ
２

（基準年比1.4％増）、森林等吸収源及び

京都メカニズムクレジットを加味すると基準年比8.7％減となり、我が国は京都議定

書の目標である基準年比６％減を達成しました。 

 

（2020年までの目標・対策に関する対応） 

○ 京都議定書第一約束期間以降（2013年以降）の温室効果ガス排出削減に関する国際

交渉においては、気候変動枠組条約締約国会議で議論がなされてきました。 

○ ＣＯＰ15（2009年12月 デンマーク・コペンハーゲン）では、先進国は2020年の削

減目標を、途上国は削減行動を、2010年１月31日までに国連気候変動枠組条約事務局

に提出すること等の内容を含むコペンハーゲン合意が決定されました。 

○ ＣＯＰ16（2010年11月～12月 メキシコ・カンクン）では、工業化以前からの全球

平均気温上昇を２℃未満に抑えるためには温室効果ガス排出量を大幅に削減する必

要があることを認識すること、コペンハーゲン合意に基づいて提出された先進国の削

減目標及び途上国の削減行動に留意するとともに、その測定・報告・検証を強化する

ことなどを内容とする「カンクン合意」が採択されました。カンクン合意により、従

来の先進国のみが削減義務を負う枠組みから、先進国と途上国両方の削減目標・行動

が同じ枠組みの中に位置付けられることとなり、日本の目指す公平かつ実効性のある

枠組みの実現に近づきました。 

○ ＣＯＰ17（2011年11月～12月 南アフリカ・ダーバン）では、カンクン合意を実施

するための規則・制度を決定するとともに、全ての締約国に適用される2020年以降の

法的枠組みを2015年までに採択することが決定されました。また、2013年以降の京都

議定書第二約束期間の設定が決定されました。（日本は参加しないとの立場） 

○ 日本では、2020年度の削減目標を1990年度比25％減としていたところ、2011年３月

の東日本大震災などの我が国が直面した状況の変化を受けて目標の見直しを行い、原

子力発電の活用の在り方を含めたエネルギー政策及びエネルギーミックスが検討中

であったことを踏まえ、原子力発電による温室効果ガスの削減効果を含めずに設定し

た目標として、2005年度比で3.8％減とすることとし、2013年11月に国連に登録しま

した。 

 

（2020年以降の国際枠組みの構築に向けた対応等） 

○ ＣＯＰ17における合意に基づき、全ての締約国に適用される2020年以降の新たな法

的枠組みについて、2015年のＣＯＰ21での採択を目指した交渉が進められてきまし

た。 

○ ＣＯＰ19（2013年11月 ポーランド・ワルシャワ）では、全ての国に対し、ＣＯＰ

21に十分先立って2020年以降の自国が決定する貢献案を示すことが求められました。 
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○ ＣＯＰ20（2014年12月 ペルー・リマ）では、各国が貢献案を提出する際に含める

べき情報などが決定されました。 

○ 日本の貢献案については、2015年４月に「日本の約束草案」の要綱案として示し、

その後、同年６月に地球温暖化対策推進本部で「日本の約束草案」の政府原案を取り

まとめ、パブリックコメントを経て同年７月17日の地球温暖化対策推進本部におい

て、2030年度の削減目標を2013年度比で26.0％減（2005年度比で25.4％減）とする「日

本の約束草案」を決定し、同日付けで国連気候変動枠組条約事務局に提出しました。 

○ ＣＯＰ21（2015年11月～12月 フランス・パリ）では、全ての国が参加する公平で

実効的な2020年以降の法的枠組みの採択を目指した交渉が行われ、その成果として

「パリ協定」が採択されました。 

 

 【パリ協定のポイント】 

目 的 産業革命(18世紀後半)前からの世界の平均気温上昇を２度より⼗分下回る⽔準
に抑え、1.5度に抑える努⼒を追求する。 

対 象 条約締約国196のすべての国･地域が対象（京都議定書では先進国のみが削減義
務を負っていた。） 

温室効果ガス排
出削減目標 

各国は削減目標を国連に提出する。達成のための国内対策を義務付け、目標は
2020年以降、５年ごとに⾒直す。 

主要国（地域）
の目標 

日本  2030年度まで2013年度⽐▲26％（2005年度⽐▲25.4％を併記） 
米国  2025年まで2005年⽐▲26〜28% 
ＥＵ  2030年まで1990年⽐▲40% 
ﾛｼｱ   2030年まで1990年⽐▲25〜30% 
ﾉﾙｳｪｰ2030年まで1990年⽐▲40% 
中国  2030年まで2005年⽐GDP当たり※▲60〜65% 

※分⺟のGDP値が経済成⻑により⼤きくなれば、分⼦のCO2排出量の増加
も許容されることになる。 

途上国支援 先進国は資⾦を拠出する義務を負う。（2020年以降、年間1000億(約11兆円)ド
ルを下限とした拠出を目標） 

適応 締約国は世界全体の目標の設定や適応計画⽴案・⾏動の実施に取り組む。 
発効要件 条約に加盟する196カ国･地域のうち、55か国以上が批准し、かつ世界全体に占

める批准国の温室効果ガス排出量が55％に達した日から30日目に発効。 
 

○ 2016年４月22日に国連本部でパリ協定の署名式が開かれた後、諸外国では順調に批

准が進み、９月３日に米国と中国、10月５日にはＥＵ等が批准することで発効要件を

満たし、2016年11月４日にパリ協定が発効しました。 

○ 日本では2016年10月11日にパリ協定承認案を閣議決定し国会に提出した後、11月８

日に国会で承認され、同日、国連に批准書を提出しました。 

○ ＣＯＰ22（2016年11月 モロッコ・マラケシュ）では、パリ協定に実効性をもたせ

るためのルールを2018年までに決めることが合意されました。また、会期中に第1回

締約国会議が開催されましたが、日本は議決権のないオブザーバーとしての参加とな

りました。 

 

（政府「地球温暖化対策」の策定） 

○ COP21で採択されたパリ協定や国連に提出した「日本の約束草案」を踏まえ、地球

温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、温対法第８条に基づき政府が策定す

る「地球温暖化対策計画」が2016年5月13日に閣議決定されました。 



6 

 

○ 計画では、2030年度に2013年度比で26％削減するとの目標について、国、地方公共

団体、事業者及び国民の基本的役割や各主体が取り組むべき対策等を明らかにし、削

減目標達成への道筋を付けるとともに、長期的目標として2050年までに80％の温室効

果ガスの排出削減を目指すことを位置付けており、我が国が地球温暖化対策を進めて

いく上での礎となるものです。 

 

【政府「地球温暖化対策計画」の概要】 

 

 

（政府「適応計画」の策定） 

○ 2014年に公表されたIPCCの第５次評価報告書においては、温室効果ガスの削減を進

めても世界の平均気温は上昇すると予測しており、温室効果ガス排出削減とともに、

「適応」を進めることで、気候変動のリスクの抑制が可能となると示されました。 

また、COP21で採択されたパリ協定でも各国が適応計画の立案や行動を実施すること

とされています。 

○ 日本でも気候変動による影響と考えられる事象が起こりつつある中、政府全体で整

合のとれた取組みを計画的かつ総合的に推進するため、2015年11月27日に政府として

初めて「気候変動の影響への適応計画」（以下、政府適応計画）を策定しました。政

府適応計画では、気候変動の影響に対して講じられる対策は、地域の特性を踏まえる

とともに、地域の現場において主体的に検討し取り組むことが重要としています。 
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【政府「適応計画」の概要】 

 

 

【本県の取組み】 

  本県では、温対法の規定（努力義務）に基づき、2000年（平成12年）３月に温室効果

ガスを2010年までに1990年比７％削減することを目標に掲げた「山形県地球温暖化対策

地域推進計画」（以下、「推進計画」）を策定し、対策を進めてきました。 

しかし、温室効果ガスの増加傾向は止まらなかったため、2006年（平成18年）３月に

全面改訂するとともに、2008年（平成20年）３月には「山形県地球温暖化防止アクショ

ンプログラム」を策定し、家庭のアクション（家庭における１人１日１キログラムの二

酸化炭素削減）及び事業所のアクション（2010年まで二酸化炭素12％削減）事業を中心

に対策を進めてきました。 

2008年（平成20年）に温対法が改正され、都道府県にはその区域における温室効果ガ

スの排出の抑制等を行うための施策に係る計画の策定が義務づけられたことを受け、推

進計画に代わる「山形県地球温暖化対策実行計画」（以下、「実行計画」）を2012年（平

成24年）3月に策定し、県の温暖化対策の目標と施策の方向性を示し低炭素社会の構築

等に向けた取組みを推進してきました。 

実行計画に基づき、山形県地球温暖化防止県民運動推進協議会を推進母体として、「笑

顔で省エネ県民運動」を実施し、県民との協働により『家庭』『事業所』『自動車』の３

部門を中心とした各種施策を展開しています。 
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２ 計画見直しの趣旨 

実行計画では、計画策定から５年後を目途に見直しを図ることとしていることに加え、

日本の新たな目標が設定され、その目標の達成に向け政府の「地球温暖化対策計画」が策

定されるなど、最近の動向の変化を踏まえ、実行計画の目標や取り組むべき施策等につい

て見直しを行うこととしました。 
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第２章 計画の基本的考え方 

 

１ 将来像、計画の基本理念、基本目標 

 

 

 

 

 

  

山形県環境基本条例が目標として掲げる「持続的発展が可能な豊かで美しい山形県」

を目指し、県民全ての連携・協働による地球温暖化防止の取組みにより、地域の資源・

特性を活かし、やまがたならではの先進的な低炭素地域づくりを推進します。 

 

２ 計画の基本的事項 

（１）計画の目的 

第３次山形県環境計画の基本目標である「地球温暖化を防止する低炭素社会の構

築」、「再生可能エネルギー等の導入による地域の活性化」の実現 

（２）計画の性格  

○ 「第３次山形県環境計画」の分野別計画 

○ 温対法第21条第３項で規定する「地方公共団体実行計画（区域施策編）」 

（３）計画の期間 

 平成23年度～平成32年度 

（改訂版計画の下での取組みは平成29年度～平成32年度） 

 

３ 計画の進行管理 

（１）計画の進行管理 

  ○ 県は、第３次山形県環境計画の分野別計画として、同計画の進行管理に基づき、

山形県環境審議会（環境計画管理部会）に対し、本計画に基づく施策の進捗状況を

報告し、意見、提言を受け、計画（Plan）、実施・運用（Do）、点検・評価（Check）、

見直し（Action）によるＰＤＣＡサイクルにより継続的な改善に努めていきます。 

  ○ 本県の温室効果ガス排出量の状況や各種施策の状況などを毎年度とりまとめ、公

表します。 

（２）計画の見直し 

   本計画は、計画期間内においても、国の法律や施策、環境に関する課題や社会経済

状況の変化等に対応し、必要に応じた見直しを行います。  

 

 

 

将 来 像 ： 持続的発展が可能な豊かで美しい山形県 

基本理念 ： 県民協働による地球温暖化防止の取組みで、低炭素社会を実現 

基本目標 ： やまがたならではの先進的な低炭素地域づくりの推進 
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第３次山形県総合発展計画、第３次山形県環境計画及び山形県地球温暖化対策実行計画の対応関係図第３次山形県総合発展計画、第３次山形県環境計画及び山形県地球温暖化対策実行計画の対応関係図第３次山形県総合発展計画、第３次山形県環境計画及び山形県地球温暖化対策実行計画の対応関係図第３次山形県総合発展計画、第３次山形県環境計画及び山形県地球温暖化対策実行計画の対応関係図    

１ 暮らし 

～安心が根づき、楽しさや充実感のある「暮らし」の 

実現～ 

２ 産業・経済 

～地域資源と多様な絆をもとに固有の価値を生 

み､安定的に発展し続ける「産業・経済」の実現～ 

３ 地域社会  ～豊かで質の高い暮らしや活力ある産業を支え続ける「地域社会」の実現～ 

 
(2) 暮らしや産業を支える社会資本

の機能強化・長寿命化の推進 

(3) 地域の特色を活かし、質的な豊

かさを享受できる生活圏の形成 

(1) 良好な環境と暮らしや産業が共に高まり合う｢環境先進地山形｣の形成 

①山形ならではの“自然との共生の文化”に基づく環境地域づくりの推進 

②低炭素社会などの形成に向けた先進的な地域システムづくりの推進 

③地域の環境資産の活用による経済活力の向上 

 

１ 地球温暖化

を 防 止 す る 低

炭素社会の構

築 

○環境に配慮し

た行動の提唱･

推進 

○先進的な地域

システムの構築 

５ 安全で良好 

な生活環境の確

保 

○大気環境の保

全 

○水環境の保全 

○ 土壌環 境 、地

盤環境の保全 

○化学物質の環

境リスクの低減 

○公害被害等の

防止と解決 

○原子力発電所

の 事 故に 伴 う放

射線対策 

６ 環境教育を

通 じ た 環 境 の

人づくり 

○ 環 境 学 習 の

意欲増進 

○ 環 境 教 育 の

充実 

２ 再生可能エネ

ルギー等の導入に

よる地域の活性化 

○再生可能エネル

ギーの積極的な利

活用 

○低炭素社会を支

える環境関連産業

の創出・育成 

○環境活動に対す

る内外からの活力

の引き込み 

【第３次山形県環境計画における基本目標とそれを構成する個別施策の展開方【第３次山形県環境計画における基本目標とそれを構成する個別施策の展開方【第３次山形県環境計画における基本目標とそれを構成する個別施策の展開方【第３次山形県環境計画における基本目標とそれを構成する個別施策の展開方向】向】向】向】    

【第３次山形県総合発展計画の県づくり構想における政策の展開方向】【第３次山形県総合発展計画の県づくり構想における政策の展開方向】【第３次山形県総合発展計画の県づくり構想における政策の展開方向】【第３次山形県総合発展計画の県づくり構想における政策の展開方向】    

３ ごみゼロや

まが たの 実現

に 向 け た循環

型社会の構築 

○ 資 源 循 環 型

社会システムの

形成 

○資源の循環を

担う産業の振興 

○ 廃 棄 物 の 適

正処理による環

境負荷の低減 

山形県地球温暖化対策実行計画 

地球温暖化を防止する低炭素社会の 

構築 ～省エネルギーの推進～ 

 

再生可能エネルギー等の導入による地域の活

性化 

 

施策４ 

低炭素社会を支える環境関連産業の創出･育成 

施策３ 

再生可能エネルギーの積極的な利用 

施策５ 

環境活動に対する内外からの活力の引き込み 

施策１ 

環境に配慮した行動の提唱･推進 

施策２ 

先進的な地域システムの構築 

４ 豊かな環境

を守り、活かす

自然共生社会

の構築 

○自然環境との

共生 

○ 生 物 多 様 性

の保全 

○自然との共生

の 文 化 や 風 土

の伝承 

気候変動による影響への

適応 

 
〇農林水産分野 

〇水環境･水資源分野 

〇自然生態系分野 

〇自然災害･沿岸域分野 

〇健康分野 

〇産業･経済活動分野 

〇国民生活･都市生活分野 
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第３章 温室効果ガスの排出状況 

 

本計画（改訂版）において、排出量の算定、目標設定の対象とする温室効果ガスは、

温対法第２条第３項及び政府「地球温暖化対策計画」に掲げる次の７種類とします。 

① 二酸化炭素（CO
2

） 

② メタン（CH
4

） 

③ 一酸化二窒素（N
2

O） 

④ ハイドロフルオロカーボン（HFC
S

） 

⑤ パーフルオロカーボン（PFC
S

） 

⑥ 六フッ化硫黄（SF
6

） 

⑦ 三フッ化窒素（NF
3

） 

 

なお、⑦ 三フッ化窒素（NF
3

）は、温対法の改正により温室効果ガスの種類として追

加（平成27年４月１日施行）されたことに伴い、本計画の改訂にあたり追加するもので

す。 

また、排出量の算定にあたっては、2010年度（平成22年度）に作成した算定システム

を使用しています。 

 

１ エネルギー消費量 

○ 本県の2013年度（平成25年度）のエネルギー消費量は933.5百テラジュールであり、

基準年度より84.5百テラジュール増加（＋10.0％）しています。しかし、ピークとな

った2002年度（平成14年）の1,173.3百テラジュールからは減少が続き、特に東日本

大震災以降は省エネ意識が強まったことなどにより、２割以上の減（△20.4％）とな

っています。 

図3-1-1 本県のエネルギー消費量の推移 

 

 

○ 部門別にみると、基準年度に比べて、産業部門でエネルギー消費量が減少する一方、

構成比の高い民生部門及び運輸部門で、世帯数や業務施設の延べ床面積、自動車保有

台数の増加等によりエネルギー消費量が増加した結果、基準年度比で増加していま

す。 

1,000

（百TJ）

２３

1990年度

(平成2年度)

＜基準年＞

山形県地球温暖化

対 策 実 行 計 画

策定時点の推定値

2008年度

(平成20年度）

８４９８４９８４９８４９

2009年度

(平成21年度）

2002年度

(平成14年度）

※ピーク

１，１７３１，１７３１，１７３１，１７３

（＋３８．２％）

３２８

△１３６

２１１

１，０３７１，０３７１，０３７１，０３７

（＋２２．１％）

１６７

９９３９９３９９３９９３

（＋１７．０％）

△４４

９８６９８６９８６９８６

（＋１６．１％）

△７

△４

2010年度

(平成22年度）

９８２９８２９８２９８２

（＋１５．７％）

2011年度

(平成23年度）

△１８

１６０ １５６

△３０

2012年度

(平成24年度）

９５２９５２９５２９５２

（＋１２．１％）

１２６

2013年度

(平成25年度）

９３４９３４９３４９３４

（＋１０．０％）

１０８

（基準年比）
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表3-1-1 本県のエネルギー消費量の推移（部門別） 

 

   ※合計、増減は端数処理の関係から表の計算結果とは一致しない場合がある。 

 

 

２ 温室効果ガスの総排出量 

○ 温室効果ガス排出量の算定の根拠となるエネルギー消費量は、実行計画策定時の

直近の実績である平成21年度から減少傾向が続いていますが、東日本大震災以降、

火力発電所の焚き増しによる電気事業者の排出係数の上昇が大きく影響し、平成25

年度（2013年度）の県内の温室効果ガスの総排出量は、森林吸収量控除後ベースで

851万トン（CO
2

換算。以下同じ。）となり、基準年度（1990年度）の845万トンと比べ

ほぼ横ばいに留まっています。（目標：2020年度に1990年度比20％削減） 

○ なお、森林吸収量控除前ベースでは、987万トンとなり、16.8％（142万トン）の

大幅増となっています。 

○ ガスの種類別では、二酸化炭素が温室効果ガス総排出量の89.2％（全国；93.1％）

を占めており、その割合は、1990年度の78.8％（全国；90.9％）と比べ、10.4ポイ

ント増加しています。 

 

図3-2-1温室効果ガスの排出量と削減目標（二酸化炭素換算) 

 

●本県のエネルギー消費量の推移（１）
(単位:TJ）

1990 2002 2008 2009 2010 2011 2012 2013

電気事業 1,398 2,553 2,960 2,820 2,638 3,486 3,390 3,187

ガス事業 24 34 17 13 10 9 9 8

転換部門計 1,422 2,587 2,977 2,833 2,648 3,495 3,399 3,195

製造業 19,697 27,863 23,488 20,577 22,217 22,415 19,817 18,372

建設業・鉱業 3,028 2,471 1,892 1,436 1,826 1,632 1,535 1,461

農林水産業 3,026 3,176 2,981 2,778 2,789 2,948 2,902 2,776

産業部門計 25,751 33,510 28,361 24,792 26,832 26,995 24,254 22,609

家庭 15,184 20,790 19,274 19,780 20,118 20,320 19,574 19,527

業務 11,324 15,980 14,991 14,502 15,250 14,481 14,553 14,543

民生部門計 26,508 36,770 34,265 34,282 35,368 34,801 34,127 34,070

自動車 30,283 43,585 37,399 36,772 33,129 32,352 32,850 32,940

鉄道 162 121 104 101 97 96 94 95

船舶 320 359 226 209 193 180 203 196

航空 456 393 377 327 291 264 240 249

運輸部門計 31,222 44,458 38,107 37,408 33,710 32,892 33,387 33,480

合計 84,903 117,325 103,710 99,315 98,558 98,183 95,168 93,354

（万トンCO
2
）

1,000

１６９

1990年度

(平成2年度)

＜基準年＞

山形県地球温暖化

対 策 実 行 計 画

（９０年度比△20％）

2008年度

(平成20年度）

８４５８４５８４５８４５

2009年度

(平成21年度）

2003年度

(平成15年度）

※ピーク

１，１１３１，１１３１，１１３１，１１３

（＋３１.６％）

９９５９９５９９５９９５

（＋１７.７％）

９４２９４２９４２９４２

（＋１１.４％）

△８０

９２３９２３９２３９２３

（＋９．２％）

＋９

＋４３

2010年度

(平成22年度）

１，００３１，００３１，００３１，００３

（＋１８.６％）

2011年度

(平成23年度）

△３

（基準年比）

＋１３

2012年度

(平成24年度）

１１１１ ,,,,０１５０１５０１５０１５

（＋２０．０％）

2013年度

(平成25年度）

９８７９８７９８７９８７

（＋１６.８％）

森林吸収量

１２６

１５３
１２５

１６２

１６１

１３６

※森林吸収量は、国が2006年度より毎年公表

８６９８６９８６９８６９

（＋２.８％）

７８９７８９７８９７８９

（△６.７％）
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（＋１.０％）

８５１８５１８５１８５１

（＋０.７％）
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図3-2-2電力排出係数の推移（東北電力） 

 

 

 

表3-2-1 2013年度までの温室効果ガス排出量の全国との比較 

 

  ※合計、増減は端数処理の関係から表の計算結果とは一致しない場合がある。 

 

 

 

 ○ 県民一人当たりの排出量でみると、本県はピークの2003年度からは減少しています

が、1990年度に比べると28.7％（全国；7.6％増）増加しています。これは、温室

効果ガスの大半を占める二酸化炭素が増加していることが大きく影響しています。 

 

図3-2-4 山形県と全国における温室効果ガスの人口一人当たり排出量の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●温室効果ガス排出量の全国との⽐較

構成比 前年比 90年比 構成比 前年比 90年比

CO2 666.5 969.0 896.3 910.9 880.0 89.2% -3.4% 32.0% 1,154.4 1,297.9 1,260.8 1,295.5 1,310.7 93.1% 1.2% 13.5%

CH4 49.3 46.2 44.4 43.1 43.3 4.4% 0.4% -12.3% 48.6 37.6 37.3 36.4 36.0 2.6% -1.0% -25.8%

N2O 30.5 26.8 21.6 21.4 21.0 2.1% -2.0% -31.2% 31.9 25.9 22.8 22.5 22.5 1.6% -0.1% -29.6%

HFC 37.6 28.6 24.4 26.6 29.0 2.9% 9.2% -22.7% 15.9 16.2 25.8 29.1 31.8 2.3% 9.2% 99.4%

PFC 28.8 28.8 8.7 7.4 8.1 0.8% 9.6% -71.8% 6.5 8.9 3.8 3.4 3.3 0.2% -4.5% -49.8%

SF6 32.2 12.3 3.2 2.7 2.5 0.3% -6.4% -92.2% 12.9 5.4 2.3 2.3 2.2 0.2% -5.8% -83.1%

NF3 0.4 0.9 4.3 2.8 3.1 0.3% 9.8% 610.7% 0.0 0.3 1.6 1.3 1.4 0.1% 8.4% 4038.1%

計 845.4 1,112.6 1,002.8 1,014.9 987.1 100.0% -2.7% 16.8% 1,270.2 1,392.1 1,354.3 1,390.5 1,407.8 100.0% 1.2% 10.8%

20132012 2013

山形県(単位：万t-CO2)

年度

全国(単位：百万t-CO2)
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３ 二酸化炭素の排出量 

二酸化炭素は、主に化石燃料の消費によって排出されます。この排出がどのような活動

によるものか把握するために、転換部門、産業部門、民生部門、運輸部門、廃棄物部門の

５つに区分できるよう、各種統計資料をもとに燃料種別消費量を算出し、燃料ごとの二酸

化炭素排出係数を用いて二酸化炭素量を算出しました。 

 

（１）排出量の推移 

本県における2013年度の二酸化炭素排出量をみると、ピークである平成15年度（2003

年度）の969万トンからは減少していますが、1990年度の666.5万トンからは32％増の880

万トンとなり、全国（13.5％増）と比べても大きな増加率となっています。 

主な要因としては、全国では設備更新により、製造業に係るエネルギー消費量が大き

く減少したため産業部門からの排出量が減少している一方、本県では、資金不足により

設備投資を行いにくい中小企業が多いことなどから製造業での排出量が増加している

こと、また、民生家庭部門では、全国よりも構成比が高く、また、世帯数も増加してい

ること等により、排出量の伸びが全国より高くなったことが挙げられます。 

 

表3-3-1 二酸化炭素の部門別排出量（2013年度） 

 

   ※合計、増減は端数処理の関係から表の計算結果とは一致しない場合がある。 
 

 

図3-3-1 二酸化炭素の部門別排出量の全国との比較（2013年度） 

 

 

●⼆酸化炭素の部門別排出量

構成比 前年比 90年比 構成比 前年比 90年比

電気事業 12.7 22.7 31.6 30.7 28.8 3.3% -6.0% 128.0%

ガス事業 0.2 0.4 0.1 0.1 0.1 0.0% -8.4% -69.2%

転換部門計 12.9 23.1 31.6 30.8 28.9 3.3% -6.0% 124.2% 92.4 93.5 111.3 104.6 100.6 7.7% -3.8% 9.0%

製造業 170.2 249.6 217.7 201.8 184.7 21.0% -8.5% 8.5% 471.5 452.9 412.9 414.8 412.7 31.5% -0.5% -12.5%

建設業・鉱業 24.2 18.8 13.1 15.0 13.4 1.5% -10.5% -44.8% 24.3 15.9 12.1 13.2 13.0 1.0% -1.7% -46.6%

農林水産業 21.7 24.5 25.0 27.0 22.4 2.5% -16.7% 3.6% 7.3 3.5 4.0 4.4 3.8 0.3% -13.6% -47.7%

産業部門計 216.1 292.9 255.9 243.7 220.5 25.1% -9.5% 2.1% 503.1 472.3 429.0 432.4 429.5 32.8% -0.7% -14.6%

家庭 120.7 178.0 198.5 206.4 202.2 23.0% -2.0% 67.5% 131.3 172.4 191.8 203.9 201.2 15.4% -1.3% 53.2%

業務 96.5 155.8 159.6 173.1 170.5 19.4% -1.5% 76.7% 133.7 222.1 235.9 253.7 278.7 21.3% 9.9% 108.5%

民生部門計 217.2 333.8 358.1 379.5 372.7 42.4% -1.8% 71.6% 265.0 394.5 427.7 457.7 480.0 36.6% 4.9% 81.1%

自動車 205.0 288.0 218.5 221.8 222.3 25.3% 0.2% 8.4% 178.4 218.5 192.6 196.8 194.0 14.8% -1.4% 8.7%

鉄道 1.6 1.4 1.3 1.3 1.3 0.2% -0.1% -16.4% 7.4 8.0 8.7 9.5 9.7 0.7% 1.8% 30.6%

船舶 2.3 2.9 1.3 1.4 1.4 0.2% -3.7% -38.7% 13.3 13.8 10.2 10.5 10.8 0.8% 2.8% -18.8%

航空 3.1 2.0 1.8 1.6 1.7 0.2% 3.7% -45.5% 7.2 11.1 9.0 9.5 10.1 0.8% 6.6% 41.7%

運輸部門計 211.9 294.3 222.8 226.2 226.7 25.8% 0.2% 7.0% 206.3 251.4 220.5 226.3 224.7 17.1% -0.7% 8.9%

一般廃棄物 7.6 10.5 9.1 9.3 9.4 1.1% 0.2% 22.7%

産業廃棄物 0.7 14.5 18.8 21.4 21.8 2.5% 2.0% 3140.5%

廃棄物部門 8.3 25.0 27.9 30.7 31.2 3.5% 1.5% 275.1% 22.4 31.9 26.7 28.5 28.1 2.1% -1.4% 25.1%

その他 65.1 54.4 45.7 46.1 47.8 3.6% 3.8% -26.5%

合計 666.5 969.0 896.3 910.9 880.0 100.0% -3.4% 32.0% 1,154.4 1,297.9 1,260.8 1,295.5 1,310.7 100.0% 1.2% 13.5%

山形県(単位：万t-CO2)

2011 2012 20132013 1990 2003
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全国(単位：百万t-CO2)
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転換
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（２）人口一人当たり排出量の状況 

○ 人口一人当たりでみると、全国は1990年度に比べて0.96トンの増加（9.34トン

→10.30トン）に留まっているのに対して、本県は2.41トンの増（5.30トン→7.71

トン）、率にして45.5％と大幅に増加しています。 

 

 図3-3-2 山形県と全国におけるＣＯ
2

の人口一人当たり排出量の比較 

 

 

 

○ 平成25年度(2013年度)の主な部門別二酸化炭素排出量を県民一人当たりと国

民一人当たりで比べると、産業部門は1.44トン、民生（業務）部門は0.7トン県

民一人当たりの二酸化炭素排出量が国民一人当たりの排出量を下回っています

が、民生（家庭）部門については0.19トン、運輸（自動車）部門については0.43

トン上回っています。 

 

図3-3-3 山形県と全国の一人当たりの部門別排出量の比較（2013年度） 

 

 

 

●⼭形県と全国の⼀⼈当たりCO2排出量の⽐較
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（３）部門別の排出量 

二酸化炭素排出量の構成比（部門別）をみると、基準年度（1990年度）には産業部

門、民生部門、運輸部門はそれぞれ32％程度でほぼ同じでしたが、民生部門が伸び続

け、平成23年度（2011年度）には、民生部門の構成比が40％に達し、平成25年度（2013

年度）には42.4％になっています。 

 

図3-3-4 二酸化炭素の部門別排出量の推移 
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表3-3-2 各部門の二酸化炭素排出量の変動 

 

  

（単位：万t-CO2）

構成比

(%)

前年度比

(%)

基準年度比

(%)

電気事業 12.7 30.7 28.8 3.3 ▲ 6.2 126.8 

・酒田共同火力発電の発電量生産

    25 億kWh → 55 → 52 (＋108%)

ガス事業 0.25 0.1 0.1 0.0 0.0 ▲ 50.0 

小計 12.9 30.8 28.9 3.3 ▲ 6.2 124.0 

製造業 170.2 201.8 184.7 21.0 ▲ 8.5 8.5 

・電力使用量

　　2,055 千kWh → 1,869 → 1,705 (▲17.0%)

・電力排出係数

　　0.403 kgCO2/kWh → 0.600 → 0.591 (＋46.7%)

鉱業・建設業 24.2 15.0 13.4 1.5 ▲ 10.7 ▲ 44.6 

農林水産業 21.7 27.0 22.4 2.5 ▲ 17.0 3.2 

・電力使用量

　　52 千kWh → 168 → 131 (＋150.1%)

・電力排出係数

　　0.403 kgCO2/kWh → 0.600 → 0.591 (＋46.7%)

小計 216.1 243.7 220.5 25.1 ▲ 9.5 2.0 

家庭 120.7 206.4 202.2 23.0 ▲ 2.0 67.5 

・電力使用量

　　1,360 千kWh → 2,161 → 2,112 (＋55.4%)

・電力排出係数

　　0.403 kgCO2/kWh → 0.600 → 0.591 (＋46.7%)

業務 96.5 173.1 170.5 19.4 ▲ 1.5 76.7 

・電力使用量

　　1,330 千kWh → 2,170 → 2,145 (＋61.3%)

・電力排出係数

　　0.403 kgCO2/kWh → 0.600 → 0.591 (＋46.7%)

小計 217.2 379.5 372.7 42.4 ▲ 1.8 71.6 

自動車 205.0 221.8 222.3 25.3 0.2 8.4 

・自動車保有台数の増加

　　685,314 台 → 899,283 → 904,379 (＋32.0%)

・自動車あたりエネルギー使用量の減少

　　44.2 GJ → 36.5 → 36.4 (▲17.6%)

鉄道 1.6 1.3 1.3 0.1 0.0 ▲ 18.8 

船舶 2.3 1.4 1.4 0.2 0.0 ▲ 39.1 

航空 3.1 1.6 1.7 0.2 6.3 ▲ 45.2 

小計 211.9 226.2 226.7 25.8 0.2 7.0 

一般廃棄物 7.6 9.3 9.4 1.1 1.1 23.7 

・一般廃棄物直接焼却量の増加

　　24.9 万t → 30.5 → 30.5 (＋22.7%)

産業廃棄物 0.7 21.4 21.8 2.5 1.9 3,014.3 

・産業廃棄物焼却量の増加

　　0.3 万t → 8.4 → 8.5 (＋3,162%)

小計 8.3 30.7 31.2 3.5 1.6 275.9 

666.5 910.9 880.0 100.0 ▲ 3.4 32.0 

注）各数字について、端数処理の関係から数値が一致しない場合がある。
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４ 二酸化炭素以外の温室効果ガス排出状況 

 

 

表3-4-1 2013年度までの温室効果ガス排出量の全国との比較（再掲） 

 

    ※合計、増減は端数処理の関係から表の計算結果とは一致しない場合がある。 

 

（１）メタン（ＣＨ
４

） 

メタンは、水田や廃棄物最終処分場における有機物の嫌気性発酵等において発生し

ます。 

本県の温室効果ガス排出量で二酸化炭素に次いで多いのはメタンで、農業生産の大

きい本県の特徴でもあります。 

メタンの排出量の大半を占める農業活動での排出が減少しているため、その排出量

も減傾向にあります。 

 

（２）一酸化二窒素（Ｎ
２

Ｏ） 

燃料の燃焼や家畜の排泄物の微生物による分解過程等において発生します。 

 

（３）代替フロン等４ガス 《ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ（ＨＦＣ
ｓ
）、ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ（ＰＦＣ

ｓ
）、六フッ化

硫黄（ＳＦ
６
）、三フッ化窒素（ＮＦ

3
）》 

 

ＨＦＣ
ｓ

は、冷凍機器・空調機器の冷蔵、断熱材等の発泡剤等に使用されます。 

ＰＦＣ
ｓ

は、電子部品などの洗浄や半導体製造工程等において使用されます。 

ＳＦ
６

は、半導体等の製造工程や電気絶縁ガス等に使用されます。 

ＮＦ
3

は、液晶ディスプレイの洗浄等に使用されます。 

 

本県のＰＦＣ
ｓ

やＳＦ
６

の構成が全国の構成割合よりも多いのは、本県における半導

体の製造が比較的多いことによります。 

代替フロン等４ガスについては、加工、使用、廃棄における漏洩等の排出が主たる

ものとなります。 

 

 

 

 

 

 

●温室効果ガス排出量の全国との⽐較

構成比 前年比 90年比 構成比 前年比 90年比

CO2 666.5 969.0 896.3 910.9 880.0 89.2% -3.4% 32.0% 1,154.4 1,297.9 1,260.8 1,295.5 1,310.7 93.1% 1.2% 13.5%

CH4 49.3 46.2 44.4 43.1 43.3 4.4% 0.4% -12.3% 48.6 37.6 37.3 36.4 36.0 2.6% -1.0% -25.8%

N2O 30.5 26.8 21.6 21.4 21.0 2.1% -2.0% -31.2% 31.9 25.9 22.8 22.5 22.5 1.6% -0.1% -29.6%

HFC 37.6 28.6 24.4 26.6 29.0 2.9% 9.2% -22.7% 15.9 16.2 25.8 29.1 31.8 2.3% 9.2% 99.4%

PFC 28.8 28.8 8.7 7.4 8.1 0.8% 9.6% -71.8% 6.5 8.9 3.8 3.4 3.3 0.2% -4.5% -49.8%

SF6 32.2 12.3 3.2 2.7 2.5 0.3% -6.4% -92.2% 12.9 5.4 2.3 2.3 2.2 0.2% -5.8% -83.1%

NF3 0.4 0.9 4.3 2.8 3.1 0.3% 9.8% 610.7% 0.0 0.3 1.6 1.3 1.4 0.1% 8.4% 4038.1%

計 845.4 1,112.6 1,002.8 1,014.9 987.1 100.0% -2.7% 16.8% 1,270.2 1,392.1 1,354.3 1,390.5 1,407.8 100.0% 1.2% 10.8%

20132012 2013

山形県(単位：万t-CO2)

年度

全国(単位：百万t-CO2)

1990 2003 2011 20121990 2003 2011
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５ 二酸化炭素の森林吸収量 

京都議定書において、持続的な森林経営の推進は、温室効果ガス排出抑制のための政

策措置の一つとしてあげられ、森林の吸収量を排出量から控除するネット方式が採用さ

れることになりました。 

政府「地球温暖化対策計画」においては、2030年度に約3,700万トンの吸収源対策の

確保を目標としています。 

  本県の森林吸収量については、実行計画の目標2020年度に170万トンに対し、2014年

度は126万トンとなっています。年度によって変動はあるものの、国で公表を開始した

2006年度の104万トンに比べ22万トン、率にして21.2％の増となっています。 

 

図3-4-1 本県の森林吸収量の推移 

 

年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

吸収量(万t-CO2) 104 109 126 153 125 162 161 136 126
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140

160

180
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第４章 温室効果ガスの将来推計 

 

１ エネルギー消費量について 

温室効果ガス排出量は、その時々のエネルギー消費量に大きく左右されます。よって、

県内の温室効果ガス排出量削減目標を検討するにあたっては、将来のエネルギー消費量

の推計が重要となります。 

本県のエネルギー消費量については、これまでの実績をベースに、「県産業振興ビジ

ョン」や「県新農林水産元気再生戦略」等の県の計画を踏まえた経済活動の動向、世帯

数や自動車保有台数の伸び率などを考慮し、2030年度における「なりゆきベース（以下、

BaUという。）」での将来推計を行いました。 

その結果、2030年度には102,598TJとなり、2013年度の93,354TJに比べ9.9%(9,244TJ)

の増となりました（図4-1-1）。 

 

図4-1-1 エネルギー消費量推移と将来推計 
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表4-1-1 エネルギー消費量推計にあたっての指標 

 

 

 

２ 温室効果ガス排出量の推計について 

１で算定したエネルギー消費量のBaUをベースにエネルギー種別ごとの排出係数を掛

け合わせて算出した温室効果ガス排出量に、別に算出した非エネルギー起源ＣＯ
2

及び

その他６ガス（メタン（CH
4

）、一酸化二窒素（N
2

O）、代替フロン等４ガス）の排出量（表

4-2-1）を加えて2030年度の温室効果ガスのBaUを算定すると、2030年度には1,104万ト

ンとなり、2013年度の987万トンに比べ11.9%(117万トン)の増となりました。（図4-2-1） 

 

表4-2-1 非エネルギー起源CO2及びその他6ガスの推計方法 

 

 

 

 

 

 

 

運輸

自動車

乗用車、軽自動車は、世帯あたり自動車保有台数に変換し、「日本の世帯数の将来推計」の将来世帯数を

乗じる

旅客（バス、営業用乗用車）及び貨物は、「エネルギー需給見通しに関する基礎資料」の旅客輸送量、貨物

輸送量の伸び率をそれぞれ適用する

鉄道 「エネルギー需給見通しに関する基礎資料」の旅客輸送量、貨物輸送量の伸び率を適用する

船舶 「エネルギー需給見通しに関する基礎資料」の旅客輸送量、貨物輸送量の伸び率を適用する

航空 「エネルギー需給見通しに関する基礎資料」の旅客輸送量の伸び率を適用する

民生

家庭

「日本の世帯数の将来推計（平成26年4月、国立社会保障・人口問題研究所）」の世帯数の伸び率を適用

する

業務 「エネルギー需給見通しに関する基礎資料」の業務用床面積の伸び率を適用する

近年の変化をもとにトレンド予測を行う

農林水産業 「県新農林水産元気再生戦略」の農業産出額の伸び率を適用する。

区分 将来予測の考え方

ガス事業

エネルギー

転換

電気事業

エネルギー転換部門の大部分を占める火力発電所の更新計画がないことから2013年度値で固定とする

産業

製造業 「県産業振興ビジョン」の製造業付加価値額の伸び率を適用する

鉱業・建設業

区分 将来予測の考え方

廃棄物

一般廃棄物

一人当たり焼却処理量に換算し、「日本の都道府県別将来推計人口（平成26年4月、国立社会保障・人口

問題研究所）」の将来人口を乗じる

産業廃棄物 近年の変化をもとにトレンド予測を行う

メタン、一酸化二窒素

HFC類

個々の排出活動に応じたエネルギー消費量将来推計の伸び率を適用する
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図4-2-1 温室効果ガス排出量推移と将来推計 

 

※温室効果ガス排出量の算定にあたっては、エネルギー消費統計などの各種統計資料から、本県独自の算定システムに

よって算定しています。 

 

▼県の温室効果ガス排出量 [万t-CO2]
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第５章 温室効果ガスの削減目標 

 

１ 削減目標の考え方 

〇 国では、2015年７月17日、政府の地球温暖化対策推進本部において、2030年度の温

室効果ガス削減目標を2013年度比で26％削減（2005年度比で25.4％）とする「日本の

約束草案」決定し、国連に提出しました。 

〇 また、2015年11月30日から開催されたCOP21では、京都議定書に代わる新たな国際

的な枠組みとなる「パリ協定」が採択され、2016年11月４日に発効したことから、日

本でも、新たな目標達成に向け、政府「地球温暖化対策計画」に基づき、着実に取り

組んでいくこととしています。 

〇 本県でも、日本の新たな目標や政府「地球温暖化対策計画」等を踏まえつつ、本県

の社会経済情勢見通し、地域特性等に基づく温室効果ガス排出量の将来推計をベース

に、省エネルギー対策、再生可能エネルギー導入による電力排出係数の見通し、森林

吸収源対策を柱に削減目標を設定します。 

〇 また、本県では、東日本大震災による原子力発電所の被災等を踏まえ、「山形県エ

ネルギー戦略」に基づく新たな施策を展開していくこととしています。この戦略の柱

となる再生可能エネルギーの導入と省エネルギーは、温室効果ガスの削減対策の両輪

となることから、本計画と一体的に推進し、温室効果ガスを削減していきます。こう

した取組みが原子力発電への依存度合いを徐々に少なくし、｢卒原発社会｣の実現につ

ながっていきます。 

○ なお、県エネルギー政策推進プログラムについても平成29年３月に見直しを行って

おり、本県の持つ高いポテンシャルを活かすことにより、国のエネルギー基本計画の

実現に貢献するとともに、再エネの地域導入による「地域活性化」を目指すとした基

本目標の原点に立ち戻りながら、新たな視点に立った施策プログラムを積極的に盛り

込んでいます。 

〇 地球温暖化の防止に向けては、長期的には2050年までに80％の削減が必要とされて

おり、本県としてもこの80％削減を長期目標に掲げ、積極的な対策を講じていきます。 

〇 また、温室効果ガスの排出量は、電源構成（エネルギーミックス）等、国の政策に

よるところが大きく、県民の省エネの取組みの成果（がんばり）が見えにくいことが

明らかになりました。そこで、取組みの目安として、エネルギー消費量削減等の確認

指標を設けることとします。 
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２ 削減目標 

 

□温室効果ガス削減目標（二酸化炭素換算） 

【基準年度】 

  削減目標の基準年度は2013（平成25）年度とします。 

【目標】 

① 2030（平成42）年度に基準年度比で26％削減します。《中期目標》 

② 2020（平成32）年度に基準年度比で19％削減します。《短期目標》 

③ 2050（平成62）年度に基準年度比で80％削減します。《長期目標》 

 

※基準年度と目標年度は、日本の新たな目標との整合を図り設定します。 

※短期目標は、本計画の最終年度である2020年度を中期目標までのチェック

ポイント地点として位置づけます。 

 

 

□確認指標 

◇省エネ対策 

 本県のエネルギー消費量について、2030年度に基準年度比２％（2020年度に基

準年度比１％）の削減を目安として省エネ対策に取り組みます。 

◇再エネ等対策 

 電力の排出係数の低減に資するため、県エネルギー戦略に基づき、再生可能エ

ネルギーの更なる導入に取り組みます。 

◇森林吸収源対策 

 本県の森林吸収量について、2030年度に96万トンを目安として森林吸収源対策

に取り組みます。 
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【削減目標の設定】 

○ 本県の2013年度（基準年度）の温室効果ガス排出量は987万トンです。 

○ 追加的な対策を講じず、温室効果ガス排出量がこのまま推移した場合（以下、「な

りゆきベース」=「BaU」）、2030年度の排出量は1,104万トン（2020年度1,030万トン）

と推計されます。 

○ これに対し、以下の削減対策に取り組むことにより2030年度において、BaUから全

体で368万トンの排出量削減（控除後の排出量としては736万トン）を目標とします。

これを基準年度比にすると、▲251万トン（▲26％）の削減となります。 

○ また、2020年度においては、BaUから全体で230万トンの排出量削減（控除後の排出

量としては800万トン）を目標とします。これを基準年度比にすると、▲187万トン（▲

19％）の削減となります。 

 

《削減対策》 

（１）省エネルギー対策：2030年度▲146万トン、2020年度▲57万トン 

（２）再生可能エネルギーの導入等：2030年度▲126万トン、2020年度51万トン 

（３）森林吸収源対策による森林吸収量：2030年度▲96万トン、2020年度▲122万トン 

  ※ 内訳については後述。（「３ 削減対策（内訳）」） 

 

図5-2-1 温室効果ガス排出量の推移と削減目標 
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図5-2-2 エネルギー消費量の推移と将来推計 

 

 

 

３ 削減対策（内訳） 

（１）省エネルギー対策（ソフト、ハード） 

    ⇒ 2020年度：削減量の25％（ 57万トン－CO2） 

2030年度：削減量の40％（146万トン－CO2） 

  ○ 県民や事業者の率先した省エネ行動や、各主体における省エネ型設備への更新や

次世代自動車の普及などによる省エネ化の促進を図ります。 

 

（２）再生可能エネルギーの導入等 

 ⇒ 2020年度：削減量の22％（ 51万トン－CO2） 

2030年度：削減量の34％（126万トン－CO2） 

  ○ 山形県エネルギー戦略に基づき、風力、太陽光、小水力等の再生可能エネルギー

や、バイオマス、地中熱等の熱エネルギー等の導入を促進し、電力排出係数の低減

に寄与します。 

○ 山形県エネルギー戦略の開発目標及び進ちょく状況については、表6-2-1 のと

おりです。 

 

 （３）森林吸収源対策 

 ⇒ 2020年度：削減量の53％（122万トン－CO2） 

2030年度：削減量の26％（96万トン－CO2） 

○ 計画的な森林整備を進め、森林吸収量の増加を図ります。 

○ 実行計画策定時点では2020年度の森林吸収量を170万トンと推計していました

が、全国的に見られる森林の高齢化の影響等により、国が公表する本県及び全

国の吸収量が減少傾向にあることなどを踏まえ、数値を見直します。 
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９９３９９３９９３９９３

９８６９８６９８６９８６

2010年度

(H22）

９８２９８２９８２９８２

2011年度

(H23）

2012年度

(H24）

９５２９５２９５２９５２

2013201320132013年度年度年度年度

(H25(H25(H25(H25））））

≪≪≪≪新目標基準新目標基準新目標基準新目標基準≫≫≫≫

９３４９３４９３４９３４

（なりゆきベース）

１，０２６１，０２６１，０２６１，０２６

（２０１３年度比＋９.９％）

省エネ対策

１１１

９１５

省エネ対策

４６

（なりゆきベース）

９７０９７０９７０９７０

（２０１３年度比＋３.９％）

2020年度

(H32）

≪短期目標時≫

2030年度

(H42）

≪新目標時≫

※ピークは 2002 年度の 

1,173 百 TJ 

2013 年度比 

▲１％ 

2013 年度比 

▲２％ 
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【参考】樹⽊も含めた植物の光合成に使われる⼆酸化炭素量は呼吸から出る⼆酸化炭素量よりも多い

ので、差し引きすると樹⽊は⼆酸化炭素を吸収していることになります。成⻑期の若い森林では、
樹⽊は⼆酸化炭素をどんどん吸収して⼤きくなります。これに対して、成熟した森林になると、吸
収量に対する呼吸量がだんだん多くなり、差し引きの吸収能⼒は低下していきます。 

 

 

表5-3-1 本県の森林吸収量の推計 

年 度 実績 推計 

2011 2012 2013 2014 2020 2030 

吸収量 

（万ｔ-CO2） 

162 161 136 126 122 96 
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第６章 温室効果ガス削減のための施策展開 

 

１ 地球温暖化を防止する低炭素社会の構築 ～省エネルギーの推進～ 

（１）環境に配慮した行動の提唱・推進 

【現状と課題】 

○ 家庭部門 

・ 家庭部門のエネルギー消費量は、本計画に基づき｢笑顔で省エネ県民運動」を県

民一丸となって展開してきたことなどにより、県民の省エネ意識の向上が図られ、

計画策定前に比べ減少しています。 

2011（H23）年度20,320テラジュール → 2013（H25）年度19,527テラジュール 

・ 一方で、二酸化炭素排出量は、東日本大震災以降の火力発電所の焚き増し等によ

り、計画の基準年度である1990（H2）年度、2011年度と比べ大幅に増加しています。 

1990年度1,207千トン-CO2 → 2011年度1,985千トン-CO2 → 2013年度2,022千トン-CO2 

・ 国では、2030年度の温室効果ガス削減目標の達成に向け、家庭部門のエネルギー

起源二酸化炭素排出量を約４割削減する必要があるとしています。本県の家庭部門

の増加傾向を減少に転じさせるには、住宅の省エネルギー性能の向上等を図るとと

もに、県民が地球温暖化対策を自らの問題として捉え、ライフスタイルを不断に見

直し、再エネの導入、省エネ対策、エネルギー管理の徹底に努める必要があります。 

・ また、省エネに対する県民の取組みは進んでいる一方で、何をすればよいか分か

らず省エネに取り組まないとする回答（県政アンケート）も多いことから、省エネ

の必要性や具体的な取組方法等、県民に対する正確かつ適切な情報提供も課題とな

っています。 

 【参考】県政アンケートの実施結果（地球温暖化対策について）≪抜粋≫ 

問 回答 H27年度 H24年度 

日常生活で省エネに

取り組んでいるか 

積極的に取り組んでいる又はできる範囲で取

り組んでいる 

92.0％ 86.0％ 

省エネに取り組まな

い理由 

何をすればよいか分からない 37.3％ 23.6％ 

取組みの影響が限られている 33.8％ 33.0％ 

国や地方公共団体に

実施してほしいこと 

地球温暖化問題や省エネの必要性に関する情

報提供 

32.8% 26.8% 

具体的な取組方法等に関する情報提供 46.2% 46.8% 

 

○ 事業所部門 

 ・ 事業所部門（製造業などの産業部門、事務所などの業務部門等）の二酸化炭素排

出量は、基準年度である1990年度に比べると、特に業務部門が大幅に増加していま

す。 

産業部門：1990年度2,161千トン-CO2 → 2013年度2,205千トン-CO2 
業務部門：1990年度965千トン-CO2 → 2013年度1,705千トン-CO2 

・ 中小企業では、資金不足や人員不足により省エネに資する設備投資やエネルギー

管理の人員が配置しにくいことが課題とされています。 

・ この部門は景気の変動にも左右されますが、生産活動など経済活動に影響のない

よう進めていくことが重要であり、省エネルギー設備の導入やきめ細かなソフト面

の対策が重要です。 
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○ 自動車部門（運輸部門） 

・ 本県では世帯当たりの自動車保有台数が全国上位であるなど、自動車は生活の基

盤です。自動車の低燃費化が進んでいますが、一方で、本県の自動車保有台数は増

加しており、二酸化炭素排出量は1990年度に比べて増加しています。 

⾃動⾞部門：1990年度2,050千トン-CO2 → 2013年度2,223千トン-CO2 

・ 自動車部門は、全部門の二酸化炭素排出量の４分の１程度を占める運輸部門にお

いて、そのほとんどを占めることから、自動車部門での削減は非常に重要です。 
 

【施策の展開方向】 

 基本的考え方 

○ 県民一人ひとりが、意識を変革し、日常生活や事業活動におけるエネルギーの節約、

省エネルギー住宅や省エネルギー機器等の普及、エコドライブなどを進めていくこと

により化石燃料の消費の少ない低炭素社会を構築していくことが重要です。 

○ そうした取組みをより拡大し、県民、民間団体、事業者、行政等が一丸となった県

民総ぐるみでの取組みへと結びつけていきます。 

 

① 持続可能な社会づくりのためのライフスタイルの提唱・推進 

ア 二酸化炭素を大幅に削減する低炭素で持続可能な社会のライフスタイルの提示

と普及啓発 

・ 省エネルギー・低炭素型の製品への買換え、サービス

の利用、ライフスタイルの選択など地球温暖化対策に資

するあらゆる賢い選択を促す国民運動「COOL CHOICE」

の普及啓発を図ります。 

・ 持続的発展が可能な社会の実現に向け、コストも含めた総合的視点で捉える意

識の醸成を図ります。 

・ 再生可能エネルギーの導入や省エネルギーに関する技術などについて分かりや

すい情報を提供し、県民の自主的な環境保全活動を促進します。 

・ さらには、県内企業や県外・海外の先端技術や取組事例などについても、   

ＩＣＴ（情報通信技術）の活用を検討しながら、広く紹介、情報提供する機会を

設けていきます。 

 

イ 県民総ぐるみでの省エネ運動、ごみゼロ運動等の推進 

・ 山形県地球温暖化防止県民運動推進協議会を推進母体とする「笑顔で省エネ県

民運動」を年間を通して展開し、情報発信を一層強化するなど、県民総ぐるみで

の取組みに向けた気運醸成を図ります。 

・ 「全国一ごみの少ない県」を目指して、市町村・住民・企業などの連携・協力

による｢ごみゼロやまがた県民運動」を実施し、ごみの減量化や３Ｒ（リデュー

ス、リユース、リサイクル）への取組みを推進します。 

・ 冷蔵庫や冷凍庫、空調設備等の適切な管理及び廃棄の推進、ノンフロンや地球

温暖化係数の低い製品の導入促進など、フロン類の漏えい防止に向けた普及啓発

を図ります。 
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・ そのほか、森林づくりや都市緑化、環境美化活動や環境教育活動など、地球温

暖化対策に資する各主体が行う様々な活動への積極的な参加を促進します。 

 

ウ 市町村、地球温暖化防止活動推進センター、各地球温暖化対策地域協議会、山形

県環境保全協議会等と連携した普及活動の推進 

・ 地域において具体的かつ効果的な温暖化対策を協議・実施する組織として、温

対法に基づき設置される市町村地球温暖化対策地域協議会の設立を促進すると

ともに、市町村や協議会と連携し、市町村公報の活用などにより家庭や事業所に

向けた普及啓発の充実を図ります。 

・ 温暖化対策に関する普及啓発等の推進拠点として、温対法に基づき知事が指定

する地球温暖化防止活動推進センターと連携し、情報提供の充実を図るとともに、

地域における温暖化に関する知識の普及や対策の推進の支援者として、温対法に

基づき知事が委嘱する地球温暖化防止活動推進員の育成を進めます。 

・ 地球温暖化防止活動推進員の活動の場の拡大を図り、地球温暖化防止に向けた

出前講座や普及啓発活動など草の根運動を推進します。 

・ 民間による環境活動普及の取組みである環境マイスター（自動車、家電、サッ

シ・ガラス）と連携し、自動車、住宅等の省エネルギー化の普及啓発を進めます。 

 

エ 地産地消の推進及び環境にやさしい消費者の育成 

・ 「地産地消ウィーク」の取組みなど県産農林水産物の消費を拡大させることで、

農業県山形のメリットを活かした県内での価値の循環と環境保全や食料自給率

の向上を図ります。 

・ また、地産地消を推進することで、輸送に伴って発生する温室効果ガスの排出

を少なくし環境への負荷の低減を図ります。 

・ 学校などにおける県産米や県産の米粉製品など県産農林水産物の消費拡大を図

ります。 

・ 県産品を地域内のスーパー、直売所等に安定的に供給する流通の拡充を促進し

ていきます。 

・ グリーン製品の購入を促進するため、地球温暖化防止活動推進員など指導者の

育成及び普及啓発を進めます。   
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項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・低炭素社会のラ

イフスタイルの提

示と普及啓発 

 

 

 

環境エネルギー

部 

  

 

 

    

・ 県民運動の一

層の推進 

環境エネルギー

部 

      

・市町村、地球温

暖化防止活動推

進センター、各地

球温暖化対策地

域協議会、山形

県環境保全協議

会等 と連 携し た

普及活動の推進 

 

 

環境エネルギー

部 

  

 

 

    

 

 

 

② 家庭における主体的な取組みの推進 ～家庭のアクション～ 

  ア 県民の主体的な省エネルギー活動の促進 

・ 「笑顔で省エネ県民運動」の一環として、家庭における省エネ･節電等の実践

内容を報告いただく家庭のアクション事業を展開するとともに、その効果を数値

化して公表するウェブサイト「県民省エネ節電所」の運営等により、県民の主体

的な省エネルギー活動を促進します。 

・ 家庭におけるエネルギーの消費状況や温室効果ガスの排出状況、省エネルギー

対策の技術や手法、再生可能エネルギーの導入方法などについて、分かりやすく

解説・情報提供するガイドブックを作成し、普及啓発を図ります。 

・ 小中学生対象の標語川柳及びポスターコンテストの実施のほか、将来を担う子

どもたちへの環境教育の充実により環境意識の醸成を図るとともに、家庭のアク

ションの拡大を促進します。 

・ 山形県民CO
2

削減価値創出事業（「やまがた太陽と森林

も り

の会」の運営）※による

売却益を活用し、公募による環境保全活動の支援等を行います。 

※「（２）先進的な地域システムの構築 ①二酸化炭素排出量削減の取組みの「見える化」と地

域還元」参照 

 

イ 住宅等の省エネルギー化の推進 

・ 環境共生型モデル住宅（山形エコハウス）を活用した、県民への一般公開・体

験機会の提供や環境関連イベントの開催等を通じ、省エネルギー住宅の普及啓発

を図ります。 

・ 政府が推進施策を展開するＺＥＨ（ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス）の普及を

図ります。 

・ 家庭における省エネルギー診断を実施し、具体的なアドバイス等を行うことに

より、省エネルギー住宅や省エネルギー技術の普及を進めます。 

 

市町村地域協議会設立促進 

地球温暖化防止活動推進員、環境マイスターの育成 

及び推進員、マイスターによる普及啓発の推進 

ライフスタイル提示、県民の自主的な環境保全活動促進 

県民・事業者を対象とした県民運動の推進 

県、市町村、センター、地域協議会、環境保全協議会等と 

連携した普及活動の推進 

国民運動 COOLCHOICE の普及啓発（Ｈ27 年度～） 
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・ 太陽光発電などの再生可能エネルギー設備や省エネルギー機器などの導入支援

のほか、学識経験者や業界団体、行政等が連携し、一般県民が住宅リフォームを

行う際に参考になるよう、省エネ性能に関するガイドラインや事例集を作成する

など、住宅の省エネ化に向けた総合的な住宅対策を進めます。 

・ 住宅から排出されるＣＯ
２

の削減とともに、室温の寒暖差によるヒートショッ

クを防止し健康寿命の延伸にも寄与する高気密・高断熱の住宅の認証制度を創設

し、普及を図ります。 

・ 関係団体等との連携を強化し、家庭における省エネ家電への買換えの促進を図

ります。 

 

 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

 

 

 

家庭部門 

 

 

 

 

環境エネルギー

部 

  

 

 

    

 

 

 

③ 事業所における自主的な取組みの促進 ～事業所のアクション～ 

  以下の取組みについては、それぞれの事業所の規模等に応じ、可能な範囲で一つひ

とつ取り組んでいけるよう積極的に働きかけていきます。 

ア 自主的な二酸化炭素削減の取組み促進、環境マネジメントの取組み促進 

・ 「笑顔で省エネ県民運動」を展開し、県民生活や経済活動に無理のない範囲で

の、知恵と工夫を活かした自主的な省エネの取組みを広く呼びかけ、事業所の省

エネルギー対策を促進します。 

・ 省エネルギー診断による支援などを通じ、自主的な二酸化炭素削減計画の策定

と取組みを促進します。 

・ 事業所の省エネルギー改修を推進するため、国の支援策の活用等、自主的に策

定する二酸化炭素削減計画を踏まえた整備を支援します。 

・ 事業所の環境に配慮した取組みを促進する「エコアクション21」や本県独自の

取組みを加えた「山形エコアクション21」の取得を促進します。 

 

 

「山形エコハウス」を活用した省エネ住宅の普及啓発、 

省エネ診断の実施、住宅の再エネ設備等導入支援 

住宅リフォームに係る省エネガイドライン・ 

事例集の作成 

ガイドブック作成による普及啓発 

県民省エネ節電所の運営（H25～） 

「家庭のアクション」の実施 

     小学生等の環境教育の充実 

省エネ家電への買換促進 

行動指標：家庭のアクション参加世帯数 20 万世帯（Ｈ32 年度累計） 

健康住宅(仮称)認証制度の創設・運用 
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イ 省エネルギー活動の普及 

・ 省エネルギー関連セミナーの開催や節電、クールビズ、ウォームビズ、ノーマ

イカーデーなど従業員の取組みを促進するエコスタイルチャレンジ事業所登録

を推進します。また、各地域の関係団体と連携し参加事業所の拡大を図ります。 

・ 排出量取引制度の普及を図るため、セミナー開催やアドバイザーの派遣を進め

ます。 

・ 政府のＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の普及推進の取組みなど、

設備導入の際に利用可能な支援制度等の情報提供を行います。 

 

ウ ネガワット（節電）取引の活用による省エネの促進等 

・ 2017年の市場創設に向けて制度が整備されるネガワット取引の活用により、家

庭・事業者における省エネの促進を図ります。 

 

エ ESCO事業者の育成 

・ 県内のエネルギー関連産業の連携によるESCO事業者の育成を図ることなどによ

り、関連産業の振興、地域活性化につなげます。 

 

 

 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

 

 

 

事業所部門 

 

 

 

 

環境エネルギー

部 

      

 

 

 

④ 自動車の温室効果ガスの排出抑制 ～自動車のアクション～ 

ア エコドライブ等の普及促進 

・ 「笑顔で省エネ県民運動」を展開し、エコ通勤・エコドライブの推進や次世代

自動車の導入促進等を広く呼びかけ、自動車からの温室効果ガス排出抑制に向け

た取組みを促進します。 

・ 全国に先駆けて活動している本県の自動車部門の環境マイスター等と連携し、

次世代自動車の導入を促進するとともに、県民、事業所向けのエコドライブの普

及啓発を促進します。 

「事業所のアクション（ｴｺｽﾀｲﾙﾁｬﾚﾝｼﾞ）」の実施に 

よる事業所・従業員の省エネ意識高揚 

県民運動の展開 

省エネ診断等による自主的な削減計画の策定と取組みの促進 

ESCO事業実施体制構

築の検討 

ネガワット取引の活用による省エネ促進 

省エネ関連情報の発信・セミナー等の開催による意識啓発 

行動指標：エコスタイルチャレンジ事業者登録数 500 事業者（Ｈ32 年度） 

EA21 の取得促進、山形 EA の拡大 
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・ 県民と直接接する環境マイスターは、地球温暖化防止活動普及のための情報提

供に大きな役割を果たしていることから、その育成を推進します。 

   ・ 将来を担う子どもたちの地球温暖化への関心の醸成を図るため、こどもエコド

ライブ教室の開催等、環境教育の充実を図ります。 

 

イ 次世代自動車の普及促進 

・ 低炭素社会の構築の実現を図るとともに、県内を電気自動車で安心して移動で

きるようにすることを目的に策定した山形県次世代自動車充電インフラ設置ビジ

ョンに基づき、国の支援制度を活用し各市町村、道の駅等への充電インフラ設置

箇所の拡大を図ります。また、県内の急速充電器の設置状況を積極的にＰＲしま

す。 

・ 水素エネルギーについては、県民の理解を深める取組みを進めるとともに、国

の「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を念頭に、県内外の動向を的確に把握し、

県内関連業者と情報を共有しながら利活用を検討していきます。【（２）⑤再掲】 

 

 

 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

 

自動車部門 

 

環境エネルギー

部 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

県民運動の展開 

充電インフラ設置か所の拡大･ＰＲ 

エコドライブ教室等による普及啓発 

     こどもエコドライブ教室の開催（H27～） 

充電ｲﾝﾌﾗ

設置ﾋﾞｼﾞｮ

ﾝ 策 定

(H25.8) 

行動指標：エコドライブ講習受講者数 38,000 人（Ｈ32 年度累計） 

           水素エネルギーの利活用の検討 

勉強会、 

先進地見学会 
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（２）先進的な地域システムの構築  

【現状と課題】 

○ 省エネルギーへの取組みは、成果が数値に現れにくいことから、達成感が得られず

取組みへの意欲がわきにくいといわれています。このため、節電による使用電力の削

減量などの身近なものの｢見える化｣をはじめとして、二酸化炭素排出削減量や森林吸

収量の「見える化」を進め、県民が温室効果ガスの排出削減に取り組みやすい仕組み

を構築していくことが求められています。 

○ 森林吸収源対策は、地球温暖化対策の大きな柱として位置づけられており、これま

でも大きな成果をあげています。県土の7割を占める森林を適正に管理し、より効果

的な二酸化炭素の吸収源としていく必要があります。 

○ 二酸化炭素排出量の削減の取組みを促すための排出量取引制度については、本県で

はこれまで、セミナーの開催やアドバイザー派遣などにより制度の浸透を図ってきた

ところですが、Ｈ28年度に開始した山形県民ＣＯ
２

削減価値創出事業「やまがた太陽

と森林

も り

の会」の運営など、先進的な取組みを進めていくことが重要です。 

○ 人口減少、高齢化が進展する中、従来の拡散型からの転換を目指し、都市のコンパ

クト化と交通ネットワークの再構築、エネルギーシステムの効率化を通じた低炭素型

の都市・地域づくりを推進する必要があります。 

    

【参考】山形県土地利用基本計画（抜粋） 

人口減少、高齢化の進展等の中で、全体としては市街化圧力と人口密度の低下が見通されることから、

これを環境負荷の少ない豊かで暮らしやすい都市形成の好機ととらえ、拡大型から集約型の都市構造や低

炭素型の都市構造なども視野に入れて、高齢者や障がい者にとっても暮らしやすいコンパクトな都市の形

成を図る必要がある。 

このため、中心市街地等における都市機能の集積やアクセシビリティ※５の向上を推進しつつ、既成市

街地においては、必要に応じて土地利用の高度化を図る。 

なお、新たな土地需要がある場合には、既存の低未利用地の再利用を優先させる一方、農用地や森林を

含む自然的土地利用からの転換は抑制することを基本とする。 

 

○ 本県では、木質バイオマスは潜在的な賦存量が多い資源であり、収集・運搬コスト

が高いなどの課題があるものの、有効な再生可能エネルギーとして、今後の活用が大

きく期待されています。こうしたことから、コストの低減化を進めるための需要拡大

とコスト低減による安定的な供給体制の整備に向けた仕組みづくりが重要です。 

○ また、水素エネルギーについては、技術面やコスト面等、多くの課題がありますが、

将来の２次エネルギーとして期待され、地球温暖化対策上も重要なエネルギーですの

で、県民の理解を深めるとともに、県内外の動向を把握しながら、県内の事業者と連

携して取り組んでいくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 



36 

 

【施策の展開方向】 

① 二酸化炭素排出量削減の取組みの「見える化」 

・ 山形県民ＣＯ
2

削減価値創出事業（「やまがた太陽と森林

も り

の会」の運営）で得た 

ＣＯ
2

削減価値の売却益を活用し、環境保全活動の支援等を行います。 

 

【やまがた太陽と森林の会】 

家庭等での太陽光発電設備や木質ペレットストーブなどの導入により削減された温室効果ガスを集

約し、国のＪ-クレジット制度を活用してクレジットとして認証を受け、これを企業等に売却。 

得られた売却益は、環境保全活動への活用などにより、県民に還元。 

 

 

・ 省エネルギー活動の推進や再生可能エネルギーの導入において、環境配慮行動の

成果としての節電量や二酸化炭素排出削減量を数値化する「県民省エネ節電所」を

運営します。また、住民がより身近なものとして取り組んでもらえるよう、地域に

おける「見える化」を推進します。 
 

【参考：県民省エネ節電所】 

家庭や事業所の省エネ・節電の取組みの報告を基に推計した節電量を、数値や電球の大きさで表現しホ

ームページに公表することで、取組みの成果を「見える化」するもの（平成25年度から毎年度運営）。県

内合計のほか４地域や市町村単位でも公表。これにより、県民の取組み意識の高揚が期待される。 

http://eny.jp/setsudensyo/about/index.html 

 

※H28年度の実績：県内合計797万kwh（H29年2月23日現在） 

内訳：家庭569万kwh(3,028世帯)、事業所228万kwh(2,170事業所) 

 

・ 企業等の森づくり活動による二酸化炭素吸収量の増大や事業所等の木質バイオマ

ス燃料消費による二酸化炭素排出抑制量を評価認証し、「見える化」を積極的に進

めます。 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

 

・ 二酸化炭素排

出 削 減 効 果 の

「見える化」と地

域還元 

 

 

環境エネルギー

部 

 

  

 

 

    

 

② 森林吸収源対策の推進 

・ 二酸化炭素の森林吸収量を確保するため、間伐や人工林育成などの計画的な森林

整備や保安林の適正な管理を図っていくとともに、持続可能な森林経営を推進しま

す。 

「やまがた太陽と森林の会」の設置、運営 

「県民省エネ節電所」の運営 

新たな認証制度の実施（企業等の森づくり活動） 
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・ やまがた緑環境税を活用して、荒廃森林を公益的機能が高度に発揮される多様な

森林に整備していくとともに、治山事業により、保安林の適正な管理を推進してい

きます。 

・ 森林施業支援事業等を活用して、集約化施業による搬出間伐を推進します。 

・ 森林吸収量の数値目標を明確にするとともに、「やまがた森林ノミクス」の取組

みの普及啓発を行うなど、県民の森林整備への意識向上を図っていきます。 

 

【参考：やまがた森林(ﾓﾘ)ノミクス】 

森林資源を余すことなく活用する「緑の循環システム」を構築することにより、林業の振興を図り、関連

産業や雇用創出への経済効果を生み出し、地域活性化につなげていくことを目的に、山形県が全国で初めて

提唱した取組み。平成25年11月には、知事と県内全市町村長が参画して「やまがた里山サミット」を設立

し、「やまがた森林(モリ)ノミクス」宣言を行った。また、やまがた森林ノミクスを更に推進するため、「山形

県の豊かな森林資源を活用した地域活性化条例」（通称：「やまがた森林（ﾓﾘ）ノミクス推進条例」）を制定し

た。（平成28年12月可決成立、同月27日公布） 

 

・ 県産木材、木質バイオマスエネルギー等の利用を促進することにより、森林の整

備を促進します。 

・ 森林整備や県産木材の利活用など、市町村が主体となった森林吸収源対策を推進

します。 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・集約化施業によ

る搬出間伐の推

進 

・やまがた森林ノ

ミクスの取組み 

・県産木材、木質

バ イ オ マ ス エ ネ

ルギー等の利用

促進 

 

農林水産部 

 

  

 

 

 

    

 

 

③ 排出量取引制度（Ｊ-クレジット制度等）の活用促進 

・セミナーの開催や排出量取引制度への参加希望企業に対する排出量取引制度アドバ

イザー派遣などにより支援の充実を図ります。 

・企業に排出枠（温室効果ガス排出量の限度）を設定し、排出削減の確実な実施を促

す「国内排出量取引制度」については、今後の国の動向を注視し、適切に対応して

いきます。 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

 

・ 排 出 量 取 引 制

度の積極的な活

用 

 

環境エネルギー

部 

 

  

 

 

    

 

森林施業支援事業等の実施 

集約化施業による搬出間伐の推進、 

未利用木質資源の搬出支援 

排出量取引制度の普及啓発（アドバイザー派遣等） 

やまがた森林ﾉﾐｸｽ宣言(H25.11) 

やまがた森林ﾉﾐｸｽの取組み､普及啓発 
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④ 低炭素型の都市・地域づくりの推進 

ア 都市のコンパクト化 

・ 都市計画や公共交通政策と調整しながら、「コンパクトシティ＋ネットワーク」

の実現に向けた市町村の取組みを支援します。  
 

【参考：コンパクトシティ＋(プラス)ネットワーク】人口減少・高齢化が進む中、特に地方都市においては、

地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、高齢者が安心して暮らせるよ

う、地域公共交通と連携して、コンパクトなまちづくりを進めることが重要であるとして、国土交通省が

推進する重点的施策。平成26年に都市再生特別措置法と地域公共交通活性化再生法が一部改正され、生活

拠点などに福祉・医療等の施設や住宅を誘導し集約する制度（立地適正化計画制度）や、地方公共団体が

中心となり、まちづくりと連携して公共交通ネットワークを再構築するための新たな仕組みが設けられま

した。 

 

・ 都市のコンパクト化に伴う近郊の緑地や農地の保全方策、職場と自宅が近くな

ることによる通勤の渋滞緩和を図ります。 

・ 高齢者などの自家用車を利用しにくい人々が、歩いて商店街や公共公益施設を

利用することができるよう、都心居住を進めていきます。 

 

イ 交通インフラの整備 

・ 生活交通の確保・維持のため、乗合バス事業者、地域鉄道事業者及び市町村に

よる公共交通ネットワークの再構築に向けた取組みを支援し、環境負荷の少ない

公共交通機関の利用促進を図り、二酸化炭素排出削減の取組みを推進していきま

す。 

・ 信号灯器のＬＥＤ化に向け計画的な更新を行うとともに、道路・橋梁等の照明

の高効率照明化を促進することにより、使用電力の削減を図ります。 

・ 交通管制機能の整備充実を図り、交通の安全と円滑化を進めます。 

・ 主要渋滞ポイントの交差点や道路の計画的な改良、信号機の調整などによる交

通の安全と円滑化により、渋滞の緩和と排出ガスの抑制を図ります。  

 

  ウ スマートグリッド等を駆使したエリア単位のエネルギーインフラ整備 

・ エネルギーの地産地消を実現するため、気象条件や自然条件等の地域特性に応

じ、太陽光、風力、小水力等電源として活用可能なエネルギーや、バイオマス、

地中熱、雪氷熱、温泉熱等の熱エネルギー、天然ガス等を活用したコージェネレ

ーションを組み合せた電力及び熱のエリア供給システム（住宅団地、工業団地、

農業施設団地、中心市街地、温泉地、中山間地など）の構築を進めます。 
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⑤ 水素社会の実現に向けた対応 

・ 水素エネルギーについては、県民の理解を深める取組みを進めるとともに、国の

「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を念頭に、県内外の動向を的確に把握し、県

内関連業者と情報を共有しながら利活用を検討していきます。 

 

【水素利活用技術の適応可能性】 

 

出典：「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（水素・燃料電池戦略協議会(事務局：資源エネルギー庁)） 

 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・コンパクトシティ

など二酸化炭素

排出量削減に向

けたまちづくりの

推進 

 

企画振興部 

県土整備部 

 

  

 

 

 

   

・交通インフラの

整備促進 

 

警察本部 

  
 

   

・主要渋滞ポイン

トの解消(県道路

中期計画におけ

る解消箇所数) 

 

県土整備部 

  
 

   

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・水素エネルギー

の利活用の検討 

 

環 境 エ ネ ル ギ

ー部 

  

 

 

   

信号灯器のＬＥＤ化の促進 

交通管制機能の整備充実 

６箇所 ２箇所（計８箇所） 

まちづくりと連携した公共交通ネットワークの再構築の支援 

利活用の検討 勉強会、 

先進地見学会 
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（３）地球温暖化対策の推進体制の強化 

【現状と課題】 

○ 地球温暖化対策の取組みの推進を図るには、地球温暖化の現状や地球温暖化対策の

重要性について住民の理解を深めることが必要です。そのためには、地球温暖化防止

活動推進員や地球温暖化対策地域協議会など、住民に最も身近な地域で活躍する主体

の拡大や活動の活性化が効果的です。 

○ 市町村においても、その地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑

制等のための総合的かつ計画的な施策の推進が求められています。 

○ 県及び市町村は、事業者・県民の模範となるべく、自らの事務及び事業に関し、温

室効果ガス排出量の削減等に率先して取り組む必要があります。 

 

【施策の展開方向】 

① 地球温暖化防止を推進する体制の強化 

・ 市町村地球温暖化対策地域協議会など県民に身近な推進組織の全市町村への設置

を促進していきます。 

・ 地球温暖化防止活動推進員や環境マイスターによる県民への地球温暖化防止普及

活動を一層推進していきます。 

・ 地球温暖化防止県民運動を更に推進するための人材を育成していきます。 

 

② 自治体の率先的な取組みの促進 

・ 地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制等を行うための総合

的かつ計画的な施策を推進するため、政府の地球温暖化対策計画に則した市町村実

行計画（区域施策編）の策定を促進するとともに、各市町村と連携して地球温暖化

対策を進めていきます。 

・ 市町村自らが率先的な取組みを行うことにより地域の事業者・住民の模範を示す

ことができるよう、市町村の事務及び事業に係る温室効果ガス排出量の削減等の措

置に関する市町村実行計画（事務事業編）の策定を促進します。 

・ 市町村実行計画（区域施策編及び事務事業編）の策定や改定、計画に基づく取組

みについて、セミナーの開催や技術的助言等、市町村に対し積極的に支援を行いま

す。 

・ 温対法やエネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に基づく事業者と

しての取組みを着実に推進するとともに、公共施設等の省エネルギー化や再生可能

エネルギーの活用など温室効果ガスの排出抑制に向けた取組みを率先して実施し

ます。 

・ 公共施設等への県産木材の活用、木質バイオマスエネルギー燃焼機器導入などを

推進します。 

・ 環境に配慮した事業者への入札などにおける優遇措置のあり方を検討し、事業者

の取組みを促進していきます。 

・ 地方公共団体におけるグリーン購入、環境配慮契約の取組みを推進します。 
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項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・地球温暖化防

止 を 推 進 す る

体制の強化 

 

 

環境エネルギー

部 

  

 

 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村地域協議会設立促進 

市町村の実行計画策定の促進 

地球温暖化防止活動推進員、環境マイスターの育成 

及び推進員、マイスターによる普及啓発の推進 
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２ 再生可能エネルギー等の導入による地域の活性化 

（１）再生可能エネルギーの積極的な利活用 

【現状と課題】 

○ 再生可能エネルギーの導入は、省エネルギーの推進とともに、地球温暖化防止の面

で大きな役割を果たします。また、東京電力福島第一原子力発電所の事故発生に伴い、

地球温暖化対策としても大きな役割が期待された原子力を基幹とするエネルギー政

策の大転換が求められ、その代替エネルギーとして再生可能エネルギーの導入が重要

となっています。このようなエネルギー政策の抜本的な見直しが進む中、本県におい

ても、県民生活や産業活動等に必要なエネルギーを供給するとともに、地球温暖化防

止や安全安心な地域社会、ひいては持続可能な社会づくりを進めるため、再生可能エ

ネルギーの導入拡大を図ることが重要となっています。 

〇 本県の電力供給の構造（平成26年度）は、県内発電所の供給電力量は県内消費電力

量比で約75％となっており、平成22年度の約63％から約12％増加しています。このう

ち県内の再生可能エネルギー発電所の供給電力量は県内消費電力量比で約22％とな

っており、平成22年度の約18％から約４％増加しており、今後とも拡大を図っていく

必要があります。 

〇 また、平成27年度末の新たな開発量（計画決定分を含む）は40.2万ｋWとなり、平

成42年度の開発目標の進捗率は39.6％となっていますが、このうち稼働分は17.9万ｋ

Wに留まることから、残りの22.3万ｋWの計画決定分を確実に稼働に導くことが課題と

なっています。 

〇 エネルギー種別ごとにみると、太陽光発電とバイオマス発電が好調な一方で、風力

発電と熱利用が低調となっており、各種別間でバランスの取れた導入の促進が課題と

なっています。 

○ 再生可能エネルギーの導入に伴う新たな開発や施設の整備にあたっては、自然環境

に十分配慮した開発・整備を行っていく必要があります。 

 

表6-2-1 山形県エネルギー戦略の進ちょく状況（平成28年3月末現在） 
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【施策の展開方向】 

「山形県エネルギー戦略」に基づき、再生可能エネルギーの導入を促進していきます。 

① 再生可能エネルギーの開発促進と地域導入 

○ 災害リスクに対応した分散型エネルギーへの転換や、地球温暖化対策を進めてい

く観点から、本県に豊かに賦存する自然エネルギーを活用した再生可能エネルギー

の開発促進、地域導入を進め、エネルギーの安定確保を推進します。 

○ 災害リスクなどに対応し、エネルギーの安定した供給基盤を構築していくために

は、地域特性に応じた分散型のエネルギー供給体制の構築が重要であり、家庭、事

業所及び公共施設等への導入やエリア供給システムの構築を推進します。特に公共

施設については、災害時の拠点となるほか、普及に向けたモデルとなることから、

県･市町村ともに強力に導入を推進していきます。 

 

ア 大規模事業の県内展開の促進 

・ 県内外へのエネルギーの供給体制の構築に向け、風力発電やメガソーラーなど

の大規模事業によるエネルギー供給量の確保を図っていくことが重要となりま

す。賦存量調査により高いポテンシャルを有するとされた「風力発電」を中心に

「水力発電」「太陽光発電」の更なる拡大を進めるとともに「地熱発電」の導入も

促進します。 

・ 風力発電については、内陸部での風況調査や庄内沖での洋上風力発電の導入可

能性の研究などを行っていきます。 

・ また、バイオマス発電についても、燃料となる木材の確保に向けた県産木材の

生産拡大（やまがた森林ノミクスの推進）を図ります。 

・ 県民参加型の再エネ発電事業に対する県による登録制度を創設し、事業化を支

援します。 

 

イ 地域分散型導入の促進 

・ 災害リスクなどに対応し、エネルギーの安定した供給基盤を構築していくため

には、地域特性に応じた分散型のエネルギー供給体制の構築が重要になります。

このため家庭及び事業所・公共施設への導入、エリア供給システムの構築を進め

ます。    
 

（家庭及び事業所・公共施設への導入促進） 

・ エネルギー消費の多くを占める家庭及び事業所・公共施設において、太陽光、

風力、小水力等電源として活用可能なエネルギーや、バイオマス、地中熱、雪氷

熱、温泉熱等の熱エネルギーの導入に向けた取組みを積極的に進めます。 

・ 温泉旅館等へのバイオマスボイラー設備の導入や農業分野での温泉熱の活用な

どを促進します。 
 

（エリア供給システムの構築） 

・ エネルギーの地産地消を実現するため、気象条件や自然条件等の地域特性に応

じ、太陽光、風力、小水力等電源として活用可能なエネルギーや、バイオマス、

地中熱、雪氷熱、温泉熱等の熱エネルギー、天然ガス等を活用したコージェネレ

ーションを組み合せた電力及び熱のエリア供給システムの構築を進めます。 
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・ バイオマス発電施設で発生する熱の隣接施設・エリアでの有効活用などを促進

します。 

 

② 省エネルギーの推進 

・ 家庭、事業所、自動車を柱とした省エネルギー対策とともに再生可能エネルギー

の導入を促進し、エネルギー消費量の削減を進めます。 

 

③ 先進的な地域づくりの推進 

ア 先進的な地域づくりを推進するための市町村との連携 

   ・ 「環境先進地山形」を目指して、地域の特性に応じた先進的な取組みを推進す

るため、市町村と連携した地域づくりを進めます。  

 

 イ 地域参加の促進 

・ 再生可能エネルギーを地域で活用するため、県民参加型の再エネ発電事業に対

する県の登録制度創設などによる、地域の特性を活かした再エネ導入の事業化へ

の支援など、地域での再エネを導入する仕組みづくりを進めます。 

 

ウ バイオマス等地域エネルギーの利用を推進する地域づくり 

・ 地域における木質バイオマス資源の利用や汚泥の再利用の促進などに向け、多

様な主体が連携・協働する体制整備を進めるとともに、バイオマス資源を効率よ

く収集、運搬する仕組みを構築していきます。また、木質バイオマスの需要拡大

を図るため、公共施設や大量の化石燃料を消費する施設での木質バイオマス燃焼

設備への転換を一層促進します。 

・ 雪冷熱やバイオマスボイラーの廃熱、中小水力など、未利用エネルギーを地域

で活用する仕組みづくりを促進します。 
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（２）低炭素社会を支える環境関連産業の創出・育成 

【現状と課題】 

○ 国の成長戦略等においても、地球温暖化対策等への取組みは、グリーンイノベーシ

ョンとして新たな成長分野に位置付けられており、再生可能エネルギーを活用した産

業の創出は、今後の産業振興を図るうえで重要です。 

○ 本県には、木質バイオマスなど、ポテンシャルの高い資源が多くあり、市町村では

バイオマスタウン構想などにより取組みが進められていますが、収集・運搬などの問

題から、広がりのある取組みがまだ十分ではありません。このほか、バイオマスにつ

いては、堆肥化や発電への活用など様々な活用が進みつつあります。こうしたバイオ

マスの技術導入や流通の仕組みづくりを進め、産業化を進めていく必要があります。 

○ 本県では、山形県リサイクル製品認定制度によりリサイクル製品の拡大を進めてき

ましたが、一層の製品の拡大、県民への普及啓発を通じリサイクル関連市場の拡大に

向けた取組みを推進していく必要があります。 

 

【施策の展開方向】 

① 再生可能エネルギーの利活用を通じた環境関連産業の創出・育成 

ア 再生可能エネルギー関連産業の創出・育成 

・ 県内資本の参画を進めながら大規模事業を県内に数多く呼び込み、関連産業の

県内誘導につなげていくとともに、関連産業との連携による立地サポート分野及

びメンテナンス等アフターマーケットビジネスへの県内企業の参入を促進しま

す。 

・ 住宅分野では、県内関連産業の連携により提示に至った施工方法の標準化や推

奨モデルの普及を図っていくことにより、関連産業の振興につなげていきます。 

・ エリア供給システムの導入では、不可欠となるエネルギーマネジメントシステ

ムの構築への県内技術の活用を図っていくとともに、県内資本参画による事業主

体の創設を進め、関連産業の振興につなげていきます。 

・ 次世代自動車の普及拡大の流れを見据え、県内企業における次世代自動車関連

技術への対応を促進します。燃料電池自動車については、水素エネルギーの利活

用と同様、県民の理解を深める取組みを進めるとともに、国の「水素・燃料電池

戦略ロードマップ」を念頭に、全国の業界の動向を的確に把握し、県内関連業者

と情報を共有しながら検討していきます。 

・ 特区制度等を活用した再生可能エネルギー関連産業の創出・振興を図ります。 

・ 再生可能エネルギー活用による事業化に向けた実証調査やモデル事業などの実

施により、芽だしを促進し、環境関連産業の活性化を図ります。 

・ 雪を活用した農産物などの長期保存の研究やその保冷技術を活かした消費拡大

などを進めます。 

・ 消雪システムの開発など豪雪地帯に対応した再生可能エネルギーの効率的、効

果的な導入方策の研究開発を行います。 
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イ バイオマスの循環する仕組みの構築 

・ 市町村バイオマス活用推進計画の策定促進を図るとともに、バイオマスの効率

的な利用システムを構築します。 

 

ウ 木質資源の多段階利用の促進 

・ やまがた県産木材利用センターが行う「やまがたの木」認証制度の普及啓発を

行うとともに、品質の確かな県産木材の安定供給を推進します。 

・ 住宅建築や公共施設等へ県産木材を利用することにより、県産木材の需要拡大を

促進します。 

・ 木質資源のエネルギー利用を促進するため、木質ペレット燃焼機器の普及を図

るとともに、輸送コストを低減する仕組みづくりに取り組んでいきます。 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・やまがた県産木

材利用センター

が行う「やまがた

の木」 認証制度

の普及啓発 

 

・ 住宅建築や公

共施設等への県

産木材利用拡大 

 

・木質バイオマス

利用機器の普及

促進 

 

 

農林水産部 

      

 

 

② 環境負荷の低減等に資する研究開発の推進 

  ア リサイクル産業の芽だしの促進 

・ 廃棄物処理業からリサイクル業への転換や新たなリサイクル産業の創出を進め

るための産学連携や研究開発を進めます。 

 

イ 産業廃棄物や未利用資源の利活用に関する研究開発 

・ 畜ふんなど肥料的効果が高い廃棄物等の水稲栽培への活用技術の確立に努めま

す。 

・ 廃棄物の発生抑制やリサイクルの推進に結びつく研究開発等を進めます。 

 

ウ 地球温暖化防止に対応した農業分野の研究開発 

・ 地球温暖化への適応策、温暖化の防止策の総合的な研究開発を推進します。 

・ 農耕地から発生する温室効果ガスの削減技術や炭素蓄積型の土壌管理技術、加

温栽培における温室効果ガス排出削減・省エネルギー技術などの研究開発を進め

ます。 

 

やまがた県産木材利用センターとの 

連携による県産木材の利用促進 

県産木材使用住宅に対する利子補給や 

市町村との連携による住宅補助 

国や県事業による木質バイオマス燃焼機器の導入支援 
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③ 循環型産業の創出･育成 

ア 企業の施設・設備などの基盤の整備  

・ 廃棄物の循環利用の推進などに資する施設・設備整備への支援を行ないます。 

・ 一定規模の地域で資源の再生利用などによりごみの排出をゼロにする取組みへ

の支援を行います。    

 

 イ リサイクル産業の育成 

・ 廃棄物の発生抑制やリサイクルの推進に結びつく研究開発や事業化調査への支援

を行います。 

・ 廃棄物処理業からリサイクル業への転換を促す意識啓発などを行います。  

・ 新たなリサイクル産業の創出のための情報交換機会の提供を行います。 

 

ウ 酒田港のリサイクル物流拠点機能の強化 

・ 企業誘致活動を通して、リサイクル関連企業の集積を図ります。 

 

④ 循環型産業など環境関連産業の市場形成の促進 

ア 再生可能エネルギー等の普及啓発、事業化支援等  

・ 展示会や商談会、セミナーの開催等により、再生可能エネルギー設備の普及啓 

発、市場拡大を進めます。 

・ 山形県環境保全率先実行計画（第4期）に基づき、県の事務事業における効率

的、効果的な再生可能エネルギー設備の導入について推進します。 

 

 イ リサイクル製品等の普及啓発、事業化支援等 

・ 展示会や商談会開催等によるリサイクル製品の普及啓発・情報発信及び消費者

の意識醸成による市場拡大を進めるとともに環境配慮製品に関する商談機会の

拡充を行います。 

・ 山形県リサイクル製品認定制度によるリサイクル製品の普及促進を行ないま

す。 

・ 山形県環境物品等調達基本方針や山形県環境保全率先実行計画（第4期）に基

づき、県でのリサイクル製品等の環境への負荷の少ない物品の購入や温室効果ガ

ス排出削減に配慮した契約を推進します。 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

産業分野での取

組みの展開 

 

環境エネルギー

部 

 

  

 

 

    

 

 

 

循環型産業の創出･育成 

リサイクル製品の普及啓発・情報発信及び消費者の意識醸成による市場

拡大、グリーン購入・契約配慮契約の推進 
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（３）環境活動に対する内外からの活力の引き込み 

【現状と課題】 

○ 全国的に、市民ファンドの活用による住民参加型の環境保全・創造に関する取組み

が行われており、県民が広く参加する事業の仕組みづくりを行っていくことが必要で

す。 

○ 温室効果ガスの排出量の割合は、首都圏・中京圏・近畿圏の三大都市圏で52％（H27

年1月現在）を占めますが、認証されたクレジット（Ｊ-クレジット等）が円滑に循環

していない等、排出割合の高い都市圏がＣＯ
2

吸収につながる地方の森林整備活動等

を支援しているとはいえない状況となっています。そのため、再生可能エネルギーの

活用等による本県ならではの具体的な事業を展開し、都市圏が地方を支援する仕組み

を構築していくことが重要です。 

○ 地球温暖化問題の解決に向けた行動を喚起させるためには、単に知識を伝えるだけ

でなく、豊かな自然に触れる機会を増やすことも重要です。本県には、豊かな自然資

源があり、これらを活用したグリーン・ツーリズムなど環境資源を活かした取組みを

進め、さらには県外からの人の流れを拡大し、活力を引き込んでいくことが必要です。 

 

【施策の展開方向】 

  ① 県民参加型事業の促進 

・ 県民参加型の再エネ発電の事業化の支援などにより、新たなビジネスモデルづく

りを進めます。 

・ 山形県民ＣＯ
2

削減価値創出事業として、「やまがた太陽と森林

も り

の会」を運営し、

県内の家庭等のＣＯ
2

削減価値を集約して県内外の企業等との取引につなげること

により、地方の取組みを都市圏が支援する仕組みづくりを進めます。 

・ 県内企業への排出量取引制度の普及を図るため、セミナーの開催やアドバイザー

の派遣による支援を行います。（再掲） 

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・ 県内企業等の

参加の促進 

 

環境エネルギー

部 

 

  

 

 

    

 

 

② グリーン・ツーリズム等環境資産を活かした低炭素社会実現への行動喚起と産業

の振興 

・ 「やまがた百名山」や「里の名水・やまがた百選」など、本県が誇る自然観光資

源を県内外に広く周知することにより、豊かな自然に触れていただく機会を創出す

るとともに、環境資源の保全・育成の機運の醸成を図ります。 

・ 教育旅行の誘致、滞在型・体験型の交流プログラムを展開するグリーン・ツーリ

ズムの推進など本県の良好な自然を活用した新たな交流産業の創出を図ります。 

 

 

 

県民参加型の再エネ発電の事業化の支援 
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・ 自然観光資源の保全・活用を図り、観光旅行者が自然環境保護に配慮しながら動

植物の生息地等の自然観光資源と触れ合い、理解を深めるエコツーリズムを推進し

ます。 

・ 地域資源の活用等によるコミュニティ・ビジネスの育成支援を行います。  

 

項 目 主管部局 H23～27 H28 H29 H30 H31 H32 

・環境資産を活か

した産業振興 

 

環境エネルギー

部 

 

  

 

 

    

 

  

やまがた百名山、名水百選等の周知・活用 

環境資産を活かした交流産業の創出等 
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第７章 温室効果ガス削減のための各主体の役割 

温室効果ガスを削減していくためには、各主体が連携・協働し、県民総ぐるみで地球

温暖化防止に取り組んでいくことが重要です。このため、各主体には以下の役割が期待

されます。 

 

（１）県民の役割 

  ○ 地球温暖化問題に対する十分な理解と、省エネルギー型のライフスタイルへの変

革 

  ○ 国、県、市町村、ＮＰＯなどが実施する温暖化対策や３Ｒ（廃棄物等の発生抑制・

循環資源の再使用・再生利用）推進等の県民運動への積極的な参加・協力 

 

（２）事業者の役割 

○ 法令を順守した上で、創意工夫を凝らしつつ、事業内容等に照らして適切で効果

的な地球温暖化対策を自主的かつ積極的に実施 

○ 省エネルギー機器、再生可能エネルギーの導入など環境負荷の少ない事業活動の

実施 

○ 各事業者が取り組む自主削減計画の策定と計画的な取組みの促進 

○ エコアクション21の取得等、環境マネジメントシステムの構築 

○ 従業員への環境教育の実施、社会貢献活動としての事業者自らの地球温暖化防止

活動の実施や県民などが行う活動への積極的支援 

○ 国、県、市町村、ＮＰＯ等が実施する温暖化防止対策や県民運動への積極的な参

加・協力 

 

（３）ＮＰＯ等の役割 

  ○ 環境保全活動を行うＮＰＯや各種団体が持つ独自のノウハウや機動力と幅広い

ネットワークを活かした、県や市町村と連携・協働した温暖化対策についての普及

啓発活動や実践 

 

（４）県の役割 

○ 市町村、地球温暖化防止活動推進センター、山形県環境保全協議会、ＮＰＯなど

関係団体と連携した、家庭、事業所、自動車の各部門を中心とした対策を促進する

ための必要な支援 

  ○ 市町村における取組の優良事例の情報収集と他の市町村への普及促進 

  ○ 温対法第21条に基づく市町村の地方公共団体実行計画（事務事業編、区域施策編）

の策定・改定や同計画に基づく取組みに関する技術的助言や人材育成の支援等 

○ 市町村が行う地球温暖化対策を促進するための支援 

○ 地球温暖化防止活動推進員や環境マイスターによる普及啓発活動の一層の促進 

○ 山形県環境保全率先実行計画（第４期）に基づく県自らの事務・事業活動の中で

の環境配慮の徹底による温室効果ガスの排出抑制及び率先実行による県民及び事

業者の環境配慮活動の促進 
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【山形県環境保全率先実行計画（第４期）】 

 温対法に基づく県の地方公共団体実行計画（事務事業編）として平成28年2月に策定。計画期間は平成28～

32年度までの5年間とし、県の全ての行政組織及び指定管理施設等が対象。平成25年度を基準に温室効果ガ

スについては△10％、エネルギー（電気、燃料類）・用紙・水道の使用量及びごみ排出量についてはそれぞれ

△７％を目標に設定し、省エネやリサイクルの推進、ペーパーレスの推進等に取り組むこととしている。 

 

（５）市町村の役割 

  ○ 県民に最も身近な自治体として、地球温暖化対策地域協議会等と連携した、特に

家庭を中心とする地域における温暖化防止活動の促進 

○ 温対法第21条第１項で規定する地方公共団体実行計画（事務事業編）の策定（義

務）及び一事業所としての事務事業全般にわたる率先した取組みの実施 

○ 同条第３項で規定する地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定（義務又は努

力義務）及び同計画に基づく取組みの実施 

○ 教育委員会と連携した、小・中学生等への環境教育の充実による次世代を担う子

どもたちの環境への意識の醸成 

 

（６）県地球温暖化防止活動推進センターの役割 

  ○ 全県的な普及啓発・広報活動、地球温暖化対策地域協議会の設立・活動支援、地

球温暖化防止活動推進員・活動団体への支援、県民・事業者等からの照会・相談等

への対応 など 

 

図7-1 山形県の地球温暖化対策推進体制 

  

連

携

情報提供、研修会・講座等開催、助言等

支援等 ＮＰＯ等 ・エコドライブ教室、省エネ診断など

山形 県 地 球 温暖 化防 止県 民運 動推 進協 議会

（県民運動の推進母体）

［地球温暖化防止推進拠点］［地球温暖化防止推進拠点］［地球温暖化防止推進拠点］［地球温暖化防止推進拠点］

県地球温暖化防止活動推進センター

（温対法第38条に基づき県が指定)

《指定団体:ＮＰＯ法人環境ネットやまがた》

・全県的な普及啓発、広報活動

・地球温暖化対策地域協議会の設立・活動支援

・地球温暖化防止活動推進員、活動団体への支援

・県民、事業者等からの照会、相談等への対応など

地球温暖化防止対策コーディネーター

［地域推進組織］［地域推進組織］［地域推進組織］［地域推進組織］

地球温暖化対策地域協議会（温対法第40条）

山形県協議会【県】

＜全県単位の広域的な地域協議会＞

・県全体の温暖化対策の推進

・情報の収集・提供

※会員： 山形県、市町村、総合支庁地域協議会、県地球温暖化防止活動推進センター

総合支庁協議会【総合支庁】

＜総合支庁単位の広域的な地域協議会＞

・市町村単位の地域協議会の設立誘導

・広域事業の展開

・各地域協議会事業の調整など

市町村協議会【市町村】

＜市町村単位の地域協議会＞

・地域での取組み方法の調査、検討

・住民への普及啓発事業の実施

山

形

県

設立・活動支援

県

民

家庭のアクション

事業所のアクション

自動車のアクション

(参加・実践)

温

室

効

果

ガ

ス

の

排

出

抑

制

ラ

イ

フ

ス

タ

イ

ル

の

変

革

等

［推進協議会構成団体［推進協議会構成団体［推進協議会構成団体［推進協議会構成団体］］］］

経済団体、業界団体、消費者団体、

教育機関、報道機関、環境団体 等

特色ある地域の

取組・運動等

地球温暖化防止活動推進員地球温暖化防止活動推進員地球温暖化防止活動推進員地球温暖化防止活動推進員（温対法第37条)

・住民への情報提供、相談業務

・研修会や講座での講師、助言など

環境マイスター環境マイスター環境マイスター環境マイスター

（業界団体・NPO環境市民・推進センターにより認定

〔自動車・家電・ｻｯｼｶﾞﾗｽ〕

・買換時等における的確な環境情報の提供など

地球温暖化防止国民運動 ｢未来のために、いま選ぼう COOL CHOICE ～賢い選択～｣、 ｢気候変動キャンペーン『FUN to Share』みんなでシェアして、低炭素社会へ｣ 等

研修・

支援

参加・実践

連 携 ・ 協 力

連携・

協力

県民運動

の推進

連携・

協力

照会・相談 等
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第８章 気候変動による影響への適応 

 

【現状と課題】 

○ 第１章で述べたように、本県の年平均気温は長期的に上昇しており、また、今後も

上昇することが予想されています。 

○ 政府適応計画では、農林水産や自然災害・沿岸域、健康など７分野に大別し、それ

ぞれの項目ごとに施策の方向性が記載されています。これらを参考に、本県の特性を

踏まえたうえで、県としての適応策を検討し取り組むことが重要です。 

○ また、気候変動の影響をマイナスとしてだけではなく機会として捉え、適応を通じ

て本県の産業の活性化等に結びつけるという発想も重要です。 

 

【施策の展開方向】 

○ 県では、以下のとおり、政府適応計画の７分野ごとの施策を推進します。 

○ 現在既に影響が生じている事象に対して優先的に取り組む一方、現時点では影響が

確認されていないものの将来的に予測されている影響の状況や程度を注意深く把握

しながら、必要に応じ段階的に取組みを拡大していきます。 

○ 関係部局と連携・調整を図りながら、各分野の施策について周知啓発を促進します。 

 

 ① 農林水産分野 

・ 政府適応計画では、近年、農産物や水産物などの高温による生育障害や品質低下、

高温、豪雨、大雪による大きな災害が、我が国の農林水産業・農山漁村の生産や生

活の基盤を揺るがしかねない状況となっており、農林水産業は気候変動の影響を最

も受けやすい産業であるとしています。 

・ また、農林水産業が営まれる場において、気候変動の負の影響を軽減・防止する

取組が適切に実施されない場合は、食料の安定供給の確保、農林水産業の発展及び

農山漁村の振興が脅かされることから、農林水産分野での気候変動への適応の取組

は極めて重要であるとしています。 

・ 本県では、平成27年６月に改訂（平成22年３月策定）した「地球温暖化に対応し

た農林水産研究開発ビジョン」（県農林水産部）に基づき、農作物の高温耐性品種

の開発（適応）や、かんきつ類など暖地型作物の導入（活用）、省エネ栽培技術の

開発や省化学肥料・省農薬技術の導入等の温室効果ガス抑制技術の開発（防止）を

進めています。 

・引き続き、温暖化への技術的な対応を「適応策」「活用策」「防止策」の３つの方

策に区分し、さらに本県が取り組むべき重点研究領域を設定して研究開発に取り組

みます。 
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■「地球温暖化に対応した農林⽔産研究開発ビジョン」の策定⽅針 
○ 温暖化により、今後、年平均気温は変動しながら、５０年後、１００年後に向かって、かつ

て人類が経験したことのない急激な気温上昇が予測されている。そのため、短期的には高温や
低温等の直⾯する気象変動に対応する技術開発を、そのうえ⻑期的にはかつてない平均気温の
上昇に対応する技術開発を推進していく必要がある。 

○ また、果樹育種等の研究開発は１５年以上の期間を要し、育成された品種の普及栽培には３
０年近い期間を要することから、本研究開発ビジョンではおおよそ５０年後の気候変化を想定
するものとする。 

○ さらに、温暖化への対応技術開発は、広範囲な分野において相互に関連したグローバルな課
題であることを踏まえ、県として戦略的な研究の取組が必要である。 

○ そのため、温暖化により想定される影響を整理しながら、それらへの対応技術の⽅向性を取
りまとめることとした。その中で研究開発の重点領域を設定し、プロジェクト化を図り、研究
開発を推進していくものとする。 

○ 本研究開発ビジョンは、平成２７年から３６年の１０年間を推進期間とし、本研究開発ビジ
ョンの推進により、将来においても本県農林⽔産物の持続的な安定⽣産を実現し、⾷料供給県
としての地位を維持・発展させていくことを目指す。 

 
※ホームページ（県農林⽔産部） 
http://www.pref.yamagata.jp/ou/norinsuisan/140003/new_vision.html 

 

 

 

【コラム】環境省パンフレット「STOP THE 温暖化 2015」において、適応策の先行的な取組みと

して県農林水産部の取組みが紹介されています。 
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② 水環境・水資源分野 

・ 政府適応計画では、水環境について、全国の公共用水域の多くで水温の上昇傾向

があり、それに伴う水質の変化を指摘しています。また、水資源については、大雨

が発生する一方で、年間の降水の日数は逆に減少しており、毎年のように取水が制

限される渇水が生じており、今後、渇水が頻発化、長期化、深刻化し、さらなる渇

水被害が発生することが懸念されるとしています。 

・ 本県では、現時点では、地球温暖化に伴う気候変動の影響による県内の湖沼・ダ

ム湖、河川等の水温の上昇や水質の変化、渇水の頻発化・深刻化等、水環境・水資

源への影響は確認されていませんが、引き続き、今後の状況を注視していきます。 

 

③ 自然生態系分野 

  ＜植生＞ 

  ・ 政府適応計画では、全国的に気温上昇や融雪時期の早期化等による植生の衰退や

分布の変化が報告されており、将来、高山帯・亜高山帯について、その植物種の分

布適域の変化や縮小が予想されるとしています。 

・ 県内でも病害虫の北上・高標高化による森林被害の拡大が懸念されることから、

森林被害の調査や森林生態系のモニタリング等調査・研究を行い、影響の把握に努

めていきます。 

 

＜野生動物＞ 

  ・ 政府適応計画では、気候変動以外の様々な要因も関わっていると考えられ、どこ

までが気候変動の影響かを示すことは難しいとしたうえで、野生動物について、北

限が高緯度に広がるなどの分布域の変化やライフサイクル等の変化の事例が確認

されているとしています。 

・ 気候変動の影響以外にも複合的な要因が考えられますが、本県でもイノシシやニ

ホンジカ等が生息域を拡大させており、また、元々温暖な地域に生息するセアカゴ

ケグモやガビチョウ等の外来生物が侵入し、こうした野生動物の分布が進んだ場

合、人や農林業への被害に加え、県内の生態系にかく乱を及ぼすおそれがあること

から、引き続き、野生動物の生息状況調査や森林生態系のモニタリング等、調査・

研究を行い影響の把握に努めます。 

 

④ 自然災害・沿岸域分野 

・ 政府適応計画では、極端な短時間強雨や大雨により全国各地で甚大な水害が発生

しており、今後もこのような影響が増大することが予想され、また、堤防や洪水調

整施設、下水道等の施設の能力を上回る大規模な水害の発生も懸念されるとしてい

ます。沿岸域では、強い台風と高潮等による背後地の浸水被害や海岸浸食が、気候

変動による海面上昇と相まって、さらに深刻な影響を及ぼすことが懸念されるとし

ています。 

・ 県では、県が管理する河川については、浸水想定区域図を順次作成し公表してい

くとともに、市町村が策定するハザードマップの見直しを促進していきます。 
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・ また、県内３つの河川国道事務所（山形、酒田、新庄）で開催する「大規模氾濫

時の減災対策協議会※」への参画などにより、国や市町村、関係機関と連携し水防

災意識社会の再構築を進めます。 

※近年の降雨の局地化・集中化・激甚化をふまえ、堤防の決壊や越水等に伴う大規模な浸水被害に備え、隣

接する自治体や県、国等が連携して減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体かつ計画的に

推進するもの。 

 

⑤ 健康分野 

  ＜暑熱＞ 

・ 政府適応計画では、熱中症について、気候変動の影響とは言い切れないものの、

熱中症搬送者数が全国的に増加しており、かつ21世紀半ばには、四国地方を除く全

国で２倍以上に増加することなどが予測されています。 

・ 県でも、気候変動の影響とは言い切れないものの、猛暑日ほか最高気温が高い日

などに熱中症患者が増加していることから、熱中症に対する注意喚起や予防・対処

法についての普及啓発を図っていきます。 

 ＜感染症＞ 

・ 政府適応計画では、節足動物の分布可能域の拡大が直ちに疾患の発生数の増加に

つながるわけではないとしたうえで、デング熱等の感染症を媒介する蚊（ヒトスジ

シマカ）の生息域が東北地方北部まで拡大していることが確認されているとしてい

ます。（県内でもヒトスジシマカの生息が確認されています。） 

・ 県では、蚊が媒介するデング熱やジカウイルス感染症等に関する情報収集に努め、

県民に注意喚起を行う等まん延防止を図ります。また、水系・食品媒介性感染症に

ついても、気温上昇に伴い、発生リスクの変化が起きる可能性があることから発生

動向を注視し、予防啓発に努めます。 

 

⑥ 産業・経済活動分野 

・ 政府適応計画では、平均気温の上昇によって企業の生産活動や生産設備の立地場

所選定に影響を及ぼすことや、気候の極端な現象の頻度や強度の増加は生産設備等

に直接的・物理的な被害を与える可能性があるなどとしています。また、気温の上

昇によりスキー場の積雪深の減少の報告事例が確認されているとしています。 

・ 県では、気候変動も含めた県内企業の生産活動やニーズの変化に引続き対応して

いきます。また、気候変動に左右されず多くの観光客に来県していただけるよう、

引続き観光誘客を推進していきます。 

 

⑦ 国民生活・都市生活分野 

・ 政府適応計画では、気候変動の影響によるものかどうかは明確には判断しがたい

としたうえで、近年、各地で記録的な豪雨による地下浸水、停電、渇水や洪水、水

質の悪化等による水道インフラへの影響等が確認されており、気候変動による短時

間強雨や渇水頻度の増加、強い台風の増加等が進めば、インフラ・ライフライン等

に影響を及ぼすことが懸念されています。 
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・ 県では、大雨、大雪、強風による交通インフラへの影響が拡大しないよう、鉄道

事業者への安全・安定運送への取組みの要請や、道路交通網の整備・施設の強靭化

に係る政府への要請等を検討していきます。 


